科学技術動向 2008年2月号 by 科学技術動向センター & 科学技術動向研究センター
提供:NMRI
2 2008No.83No.83  2008.2 
科 学 技 術 動 向 2 0 0 8 年 2 月
ニュートラスーティカルに
関する研究動向  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
防災・減災のための
情報通信システムの相互運用  ‥‥‥‥‥
ライフサイエンス分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　多様な生物種の間の相関関係網に注目した生態系理解
情報通信分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　米国のテレビ電波を用いたブロードバンド通信の公開テスト
エネルギー分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　微生物による枯渇油田の再生利用技術
社会基盤分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　「竜巻注意情報」を日本でも提供開始
その他の分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　米国 NSFの「科学およびイノベーション政策の科学」研究助成
P.1
P .8
P.4
P.5
P.2
P .19
P.3
１
２
３
P.6
４
P.7
５
提供 :豊橋市
Science & Technology Trends   February  2008
本文は p. ８へ
ニュートラスーティカルに関する研究動向
　近年の食生活、生活様式の変化がもたらす生活習慣病の増加によって、生活者は医療
費の過大な負担を強いられており、食品と健康の関係に注目が集まっている。特に高齢
化が進行する現状で、健康寿命の延長を積極的に保証することは、これからの日本の大
きな課題であり、疾患予防効果のある食品や健康増進効果を有する食品への期待は非常
に大きい。また、疾患予防や健康増進によって、結果として医療費の削減に繋がるとい
う医療経済学的効果も大いに期待されている。
　これらの課題に対し、「医食同源」の考え方に基づいて生活習慣病を「医薬品による治
療」から「食品による積極的予防」へと変貌させ、健康に歳をとる社会を目指そうとす
る試みがある。ニュートラスーティカル（Nutraceuticals）という、疾患を予防すると
いう新たな機能を有する食品の概念で、栄養素（Nutrition）と医薬品（Pharmaceuticals）
の 2 つの言葉を融合して命名されたものである。
　ニュートラスーティカルの基盤技術となっているのが、近年のゲノム技術を駆使した
ニュートリゲノミクス（Nutrigenomics：栄養ゲノム科学）で、食品成分の機能や安全
性を評価検証する方法となっている。創薬の分野における薬効を判断するための生体マー
カー技術を取り入れ、蛋白質や遺伝子発現のレベルで、食品・食品成分の効果を検証で
きるようになりつつあり、さらに、個人の遺伝子の差異を表す SNP（Single Nucleotide 
Polymorphism：一塩基変異）の解析により、同じ食品成分を摂取したときの疾患リス
クの個人差やアレルギー反応の有無などの予測などにも利用できると期待されている。
　日本では1984年に文部省が「機能性食品」の研究を開始し、1991年に「特定保健用食品」
制度を施行するなど、世界に先駆けて食品による疾患予防というコンセプトを提唱して
いる。英国の学術誌 Nature で「Physiologically functional food：機能性食品」として
紹介され、将来の健康を担う食品カテゴリーとして国際的に高く評価され、認知されて
来たという経緯がある。日本では、産学連携によるニュートラスーティカルの産業化お
よび実用化が進められつつあるが、また欧米でも研究と開発が進められている。
　将来的インパクトを勘案したうえで、今後の基盤的な研究開発に関しては、1）疾患予
防効果を科学的に評価する基準の構築と標準化、2）ヒトで疾患予防効果の評価ができる
試験体制の構築、3）基礎研究から産業化への切れ目のない研究開発連携体制の構築が必
要である。
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　 本文は p.19 へ
防災・減災のための
情報通信システムの相互運用
　防災・減災においては、自助・共助・公助の様々な場面で、ハザードマップや被害想
定図等の災害に関する情報を効果的に活用することが重要である。平成 19 年 6 月 1 日
に閣議決定した長期戦略指針「イノベーション２５」においても、早急に開始すべき「社会
還元加速プロジェクト」のひとつとして、「安全・安心な社会」を目指した「きめ細かい災
害情報を国民一人ひとりに届けるとともに災害対応に役立つ情報通信システムの構築」が
挙げられており、国・自治体・企業・地域コミュニティなどでは、様々な防災・減災の
ための情報通信システム（以下、「防災情報システム」）の構築が行われている。
　これらに対して、今後の防災・減災対策を検討および立案する観点から、特にマルチ
ハザード・マルチリスクへの対応と不確実性考慮のための「情報の統合利用」と、情報の
信頼性を確保するための「情報間の連動」との 2 点が求められている。これらの要件を充
足するには、利用者が情報提供者の構築したシステム上でのみ情報を利用するという従
来の一方向の固定化した運用方式ではなく、各情報システム間でのインターフェースを
標準化し、外部で提供されている様々な情報を利用者側のシステムに動的に取り込んで
利用することが可能となる「相互運用」方式が有効である。例えば、市民が地域活動で利
用しているシステム上に、行政が提供する各種災害に関連する情報を取り込み、これら
を「統合利用」することで認識の相違を踏まえた共助の防災・減災対策を検討でき、また、
独立した災害情報提供システムを「連動」させることでつねに最新の情報を活用すること
ができるようになる。このように、誰もがすべての情報をどのシステム上でも利用でき
る環境が実現する。また、利用者が様々な情報を組み合わせ、新しい独自の利用法を編
み出す、ユーザイノベーション創出という点でも可能性が広がる。相互運用に向けた技
術開発や制度検討は、公的研究機関や企業団体などで進められているものの、現在はそ
の多くが情報の種類ごとに独立して進められており、今後は異種情報間での連携が必要
である。
　相互運用に向けては、まず、現状の防災情報システムが順次これに対応できるように、
各機関あるいは団体の積極的な取り組みを推進するための情報提供ガイドラインの整備
が必要である。また、この防災情報システムを活用した防災・減災対策を実現できるよ
うに、その効果的な実行方策や活用システムに関する研究開発が必要であり、これらを
推進するための社会的制度や情報活用ガイドラインの整備も必要である。さらに、情報
の提供者は、情報の提供・システムの構築・相互運用の実現を最終目的とするのではなく、
提供した情報が的確に活用されるようフォローアップを積極的に行うことが重要である。
一方、情報の利用者は、防災情報システムの相互運用を防災・減災のための基盤として
活用し、対策の検討および立案、そして、自助・共助・公助による防災行動を効果的に行っ
ていくことが重要である。
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	ライフサイエンス分野	 TOPICS	 Life Science
　生態系は、多様な生物が影響を及ぼしあいながら進化すること（共進化）によって形作られる。共進化の
研究では、競争や捕食という関係が注目されがちであったが、相互に利益を与え合う相利共生に注目した研究
が盛んになりつつある。アフリカ東部では、草食動物からアカシアを守る蟻と、蟻に対して生息場所や栄養価
の高い分泌物という「報酬」を与えるアカシアとの共生関係が知られている。しかし、アカシアの生息帯を大型
野生動物から10 年間隔離する実験は、アカシアの成長の低減と枯死の倍増という結果をもたらした。この実
験により、「報酬」を減らす方向へのアカシアの木自体の生理・形態的変化と、そこに生息する蟻の種間での勢
力関係や行動の変化が解明され、生態系の保護には、種という要素だけではなく、多数の要素間の相関関係
網が重要である事が確認された。今後、遺伝子段階から、生物個体の行動、種内の社会、生態系まで様々な
階層をつなぐ研究が進むと期待される。
トピックス1　多様な生物種の間の相関関係網に注目した生態系理解
参　考
1） Palmer, T.M. et al ‘Breakdown of an Ant-Plant 
Mutualism Follows the Loss of Large Herbiores 
from an African Savanna.’ Science Vol. 319 
p192-195 (2008),
2） http://tpyoung.ucdavis.edu/KLEE/index.html
　生物界では、分子・細胞・器官（臓器）の段階や、
同一生物種の群・社会、他の生物種や環境を含め
た生態系など、様々な階層で複雑な相互作用の網
目が張り巡らされている。生態系の保護や生物多
様性の維持に関して、特定の生物種のみに着目す
るのではなく、多様な種の間の長期的な相関関係
網を考慮することの重要性を示唆する研究結果が、
2008 年 1 月、Palmer らによって報告された 1)。
　例えば、蟻は、様々な植物との間で、相互に利
益をもたらし合う相利共生関係注）にある事が知ら
れている。アフリカ東部の高原では、アカシア属
の一種の木に生息する蟻として四種が知られてい
る。種間の競合の結果、個々の木をいずれかの種
が占有し、それぞれの種が独自の方法で木を草食
動物や害虫から保護する。アカシアは蟻に対して、
安全で繁殖に適した生息場所 domatia や、栄養価
の高い蜜の分泌という「報酬」を供給する。
　ケニア高原では、長期的かつ大規模に生態系の
観察・解析を行う禁牧実験 (KLEE) 計画 2) が進め
られてきた。４ヘクタール毎のアカシア生息帯を
電流柵で囲み、キリンや象などアカシアの葉を食
べる大型草食動物が排除された。
　数年前にPalmer等は、禁牧区内のアカシアより、
動物に若芽の一部を食べられる、区外のアカシア
の方が健康そうに見えることに着目し、解析を始
めた。アカシア生息帯を 12 箇所選び、1995 年時
点と 2005 年の、禁牧区と非禁牧区の生態を比較
すると、禁牧区では 10 年間に、総じて木の成長
は鈍り、枯死する木が倍増していた。詳細な解析
の結果、アカシアが蜜腺や蟻の生息場所 domatia
の量を減じた事が判明した。その結果、四種の蟻
の間の勢力関係や行動が変化し、アカシアの幹に
幼虫の巣穴を穿つ害虫が増加した。草食動物によっ
て食べられるという、アカシアにとって一見不利
に見える状況が、大局的にはアカシアの生存に利
する事が判明した。
　複雑な生物系に関し、特定の構成要素のみに着
目し、その要素の利益を想定してヒトが促進的介
入を行った場合、想定外の結果を来たし、それが
大きな弊害となる可能性が示唆される。
　生態系は、多様な生物が影響を及ぼしあいなが
ら進化すること（共進化）によって形作られる。
共進化を研究する際、これまで競争や捕食という
関係が注目されがちであったが、相互に利益を与
え合う相利共生に注目した研究が盛んになりつつ
ある。
　異なった種の間の特異的な共生関係を支える生
化学的基盤については、これまでほとんど実証さ
れていなかった。今回の研究では、アカシアの生理・
形態的変化の分子段階での解析も行われた。今後、
遺伝子段階から、生物個体の行動、種内の社会、
生態系まで様々な階層をつなぐ研究が進むと期待
されている。
注：生物の共生 symbiosis とは、二種の生物が、
生理的・生態的に緊密な関係を保ちながら、共に
生存する事である。その中でも、双方が得をする
関係を相利共生 mutualism という。他の共生の
仕方には、一方が得をして他方が損をする寄生 
parasitism や、一方が得をして他方は得も損もし
ない片利共生 commensalism がある。
　競争や捕食、共生といった関係に基づく、進化
の概念は、経済理論にも応用されている。
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　 米 国 連 邦 通 信 委 員 会 (Federal Communication 
Commissions : FCC) の Office of Engineering and 
Technology は、2008 年1月 24 日より「White Space」
と呼ばれるテレビの未使用周波数を用いたブロード
バンド通信の 2 回目の公開テストを開始した１）。
　従来の電話回線を利用した ADSL では高周波
の減衰が大きく、中継局からの距離が遠い（概ね
3km）と回線速度が遅くなり、場合によってはブ
ロードバンドによるリンクが成立しない。しかし、
UHF 帯や VHF 帯のテレビ用電波は遠くまで届く
ため、1 つの局で半径 50km 程度の地域をカバー
できる。FCC は、米国内の人口の多数が生活する
人口密度の低い地域への導入を想定し、同時にテ
レビ電波の White Space をブロードバンド通信と
して有効活用したいという考えをもっている。上
記のテストは適当な送波条件を探り、機器の認定や
免許などの法改正の資料とするためのものである。
　1 回目のテストは、2007 年 6 月に、Microsoft 社・
Philips 社などの 8 社連合から試作機の提供を受け
てテストを行ったが、テレビ放送との干渉が大き
く失敗していた１）。しかし、今回は Adaptrum 社・
Microsoft 社・Motorola社・Philips社の 4 社から
試作機の提供を受けて、さらに本格的なテストを
行っており、実験室で 6 週間の精密テスト後に、
約 5 週間の野外テストを予定している。
　米国の世帯当たりのブロードバンド普及率は約
50％ (2007 年 11 月時点 ) ２）であり、人口あたりの
普及率では世界 15 位にとどまり３）、ブロードバンド
先進国の韓国やアイスランドに大きく差をつけられ
ている。ブッシュ大統領は、2007 年までに全ての国
民にブロードバンドを利用可能にするという目標を
掲げていたが、時期は遅れたにせよ、今回の実験が
成功すれば、この目標に一歩近づくことになる。
 情報通信分野	 TOPICS	 Information & Communication
　米国連邦通信委員会の Office of Engineering and Technology が、「White Space」と呼ばれるテレビの未使
用周波数を用いたブロ ドーバンド通信の公開テストを行っている。テレビ用電波は1つの局で半径 50km 程度
の地域をカバーでき、従来の電話回線を利用した ADSL よりも広範囲での利用が可能であるため、米国内の
人口密度の低い地域への導入を想定している。このテストに成功すれば、コンピュー タ用のカ ドー型無線機の
製造も始められる見込みである。無線方式は、IEEE802.22 が採用され、2008 年 2 月に開催された国際会議
ISSCC ではこれに対応する発表も見られた。ブロ ドーバンド通信による安価なコミュニティネットワークの構築
だけでなく、デジタルテレビ放送とインター ネットとの融合による新たなメディアの出現も期待されている。
トピックス 2　米国のテレビ電波を用いたブロ ドーバンド通信の公開テスト
　米国内では、ブロードバンド通信による安価な
コミュニティネットワークの構築、あるいは放送
とインターネットとの融合による新たなメディア
の出現への期待などにより、この目標を歓迎する
声がある一方で、放送業界からは、電波干渉の恐
れもあるため、WiMAX の 2.3 ～ 2.5GHz 帯の高
い周波数帯を使うべきだという反対の声も出てい
る。したがって、FCC は上記のような慎重なテス
トを予定している。しかし、このテストに成功す
れば、2009 年 2 月に予定されているアナログ放
送停止に向けて、すでに企業数社は、コンピュー
タに差し込むカード型の無線機「White Space 
Device」の製造を始める予定である。
　無線方式の規格については、2006 年 5 月にドラ
フト案が提案された IEEE802.22 が採用される。こ
の規格は、周辺の電波環境の状況を検知しながら、
通信に利用する周波数を自在に切り替える能力を有
する。この規格策定には世界各国からの参加者の意
見が反映され、アジアからは韓国と中国が参加した
が、日本は参加していない。
　また、韓国のサムソン電子社と米国のジョー
ジア工科大学は、IEEE802.22 標準仕様の無線の
集積化通信回路を 180nm ルールの CMOS 技術
で設計したことを、2008 年 2 月に開催された国
際会議 ISSCC で発表した 4）。この発表は 470 ～
862MHz の UHF 帯通信用の技術であるが、上記
の米国での「White Space Device」への適用を意
識したものである。
　我が国でも、2011 年にアナログ電波停波が予定
されており、デジタルデバイドの解消、電波の有
効利用、放送と通信の新しい融合などの議論がな
されている。上記のテスト結果とその後の米国の
動向については、注意深く見守る必要があるだろう。
参　考
1） FCCホームページ : http://www.fcc.gov/oet/projects/tvbanddevice/
2） Pew Internet & American Life Project報告 : http://www.pewinternet.org/pdfs/Backgrounder.MeasuringBroadband.pdf
3） 社会実情データ図録 : http://www2.ttcn.ne.jp/~honkawa/6300.html
4） ISSCCプログラム : http://www.isscc.org/isscc/2008/ap/2008AP_Final.pdf
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　中外テクノス（株）は、枯渇油田の地中に残存する
原油を微生物で分解し、メタンガスとして生成回
収する技術を考案し（図表 1）、実際の油田から採
取した油層水と原油をメタンガスに変換できたと
いう結果を、2007 年 10 月に報告した１）。
　現在の採掘技術のレベルでは、油田から原油を
商業的に取り出せる量は、埋蔵量の 20 ～ 40% 程
度であり、通常、残りは回収されないまま油田は
閉鎖される。
　同社が考案した枯渇油田の新たな再生手法は、
地下 1000m 以深の油層に広く生息する、原油成
分分解性水素生成菌ならびに水素・CO2 資化性メ
タン生成菌を利用する（図表 2）。これらの微生物
は、地下に取り残されている残存原油成分を、天
然ガスの主成分であるメタンガスに分解する。メ
タンガスは利用可能な資源として、地上に取り出
すことができ、枯渇油田を新たに天然ガス鉱床と
して再生することができる。
　同社は、帝国石油（株）、（独）石油天然ガス・金属
鉱物資源機構と協力し、国内各地の油ガス田に棲
息する微生物群を幅広く探索し、実際の油層環境
下（高温・高圧・微小空
く う げ き
隙の環境）で、最も水素
あるいはメタンの生成速度が高い菌体群を、実験
室での培養試験によって選別した。これらの菌体
群は、国内外の幅広い油田の条件下で、有効であ
ることを確認した。
　加えて、培養液中の微生物相を解析し、微生物
による基質の代謝物経路を詳細に検討した結果、
メタン生成の反応メカニズムは、以下の二段階の
反応からなることを見出した 2)。
①油層水中に生息する原油成分分解性水素生成菌
（硫酸還元菌）が、原油成分から水素を生成する
際の反応例
　C6H12O6+2H2O →２CH3COOH+4H2+2CO2
　C6H12O6 → C3H7COOH+2H2+2CO2
②地上から CO2 を注入することで、油層水中に生
息する水素・CO2 資化性メタン生成菌が、①で生
 エネルギー分野	 TOPICS	 Energy
　中外テクノス（株）は、枯渇油田の地中に残存する原油を微生物で分解し、メタンガスとして回収することに
より、天然ガス鉱床として再生させる技術を考案した。現在の採掘技術で商業生産できる量は埋蔵量の20 ～
40%程度で、残りは地中に残されたまま油田は閉鎖される。同社は国内各地の油ガス田に棲息する微生物群を
幅広く探索し、有用な菌体群を選別するとともに、反応メカニズムを解明した。今回、秋田県八橋の油田から
採取したサンプルを用いたところ、70日程度で高いメタン生成量を確認できた。今後、実際の油田での実証
試験と更なる研究を進め、実用化の可能性を検討する。
トピックス3　微生物による枯渇油田の再生利用技術
図表 1　微生物による枯渇油田の再生プロセス
出典：中外テクノス（株）提供
出典：参考文献 1）
じた水素を利用してメタンを生成する際の反応
　CO2 ＋４H2 → CH4 ＋ 2H2O
　今回、実際に生産量が低下した国内油田（秋田
県八橋油田）の坑井から油層水と原油を採取して、
メタンガスに変換させる実験を行ったところ、70
日程度で高いメタン生成量を確認され、原油－メ
タン微生物による変換システムの技術的な可能性
が確認された。
　今後、実際の油田において実証試験を行い、さ
らにメタン生成速度のより早い微生物を見出す研
究も進め、実用化の可能性を検討する計画である。
参　考
1） 藤原ら「枯渇油田および輸送常在微生物を利用し
た原油分解水素・メタン生成システムの検討」：
第37回石油・石油化学討論会 (2007年10月 )
2）  K.Fujiwara, et al., “Research Study for Restoration
     of  Methane Deposi t  wi th Subsurface CO2 
Sequestration into Depleted Gas/Oil Fields”, 2006 
SPE Asia Pacific Oil & Gas Conference, (2006年
9月 )
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図表 2　水素生成菌（左）とメタン生成菌（右）の顕微鏡写真
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　竜巻は、発生頻度が小さく継続時間も短いが、人
命に関わる大きな被害をもたらす。即時情報を周知
させる仕組みと、竜巻に関する知識や情報を受けた
場合に取るべき行動などについて、地域住民および
その他ユーザーへの周知および広報が重要である。
　竜巻は世界各地で見られる自然現象である。そ
の中でも米国の発生頻度が特に高く、年間約1,000
個の竜巻が発生し、60名程度が死亡している。月
別の発生では最も5月が多い。このため米国では、
全国をほぼカバーした約150基のドップラーレー
ダー注１）による監視網や、訓練されたボランティ
アのスポッター情報などから竜巻発生の可能性が
予想されれば、米国海洋大気庁（NOAA）からテ
レビ・ラジオ・インターネットなどを通じた配信
により「竜巻注意報」や「竜巻警報」を市民に周
知している。しかし、それにもかかわらず2008年
2月5日には米南部で発生した竜巻により、死者数
が59名にのぼる被害を発生し、76名が死亡した
1985年5月以来の被害となった。
　我が国では年間約20個の竜巻が、季節を問わず発
生する。月別では、9月から10月にかけて多い。近
年の被害としては、2006年9月に発生した宮崎県延
岡市の死者3名、負傷者143名、住宅全壊79棟や同
年11月の北海道佐呂間町での死者9名、負傷者31名、
住宅全壊7棟などが発生している。人口密集地帯で
ひとたび竜巻が発生すると大きな被害を引き起こす。
　近年の竜巻災害を鑑み、内閣府・気象庁などは
共同で、2006年11月から情報伝達や避難のあり
方の取り組み方針をまとめる竜巻等突風対策検討
会を開催してきた。また、我が国には米国のよう
な「竜巻注意報」や「竜巻警報」を発する体制は
なかったが、気象庁では突風に関する新たな気象
情報の提供に向けて、2007年7月から学識経験者
および地方公共団体、報道機関などを構成とした
突風等短時間予測情報利活用検討会を設置して検
討を進めてきた。
　気象庁は、全国に11基配備したドップラーレー
ダーなどを活用し、2008年3月26日から「竜巻注
意情報」の提供を開始する。1時間以内に竜巻など
激しい突風が発生する可能性がある場合に、各気
象台から都道府県ごとに「竜巻注意情報」を発表し、
	社会基盤分野	 TOPICS	 Infrastructure
　竜巻は、発生頻度が小さく継続時間も短いが、人命に関わる大きな被害をもたらす。竜巻の多い米国では、竜巻
発生の可能性があれば海洋大気庁から「竜巻注意報」や「竜巻警報」を発表し、市民に周知をしている。我が国
でも近年の竜巻災害を鑑み、気象庁は 2008 年 3月26日から、全国に11基配備したドップラーレーダー などを
活用し、１時間以内に竜巻など激しい突風が発生する可能性がある場合に、「竜巻注意情報」の提供を開始する。
トピックス4　「竜巻注意情報」を日本でも提供開始
気象庁ホームページや報道機関、防災関係機関な
どを通じて地域住民やその他ユーザーに提供する。
　竜巻の水平規模は数百m、寿命は数分から10分
程度で、漏斗状に垂れ下がった漏斗雲を伴うこと
が多く、積雲や積乱雲の中にある強い上昇気流が
何らかの原因で回転することにより発生するが、
発生メカニズムについては未解明な部分が多い。
　竜巻は小規模な現象であることから、気象ドッ
プラーレーダーの観測でも竜巻の渦を直接捉える
ことはできない。しかし、竜巻をもたらす積乱雲
の中には、直径数kmから十数km、寿命が数十分
から1時間程度のメソサイクロンと呼ばれる渦があ
ることが多く、今回開発した気象ドップラーレー
ダーによる自動検出アルゴリズムはこれを検出す
ることができる。メソサイクロンの検出結果およ
び気象レーダーエコーの観測値、数値予報注２）か
ら計算した突風危険指数注３）を組み合わせて、竜
巻などが発生する可能性を判断している。しかし、
それでも現在の精度は捕捉率が約3割、適中率が約
1割程度である。気象庁では、竜巻の発生環境や発
生メカニズムの解明をさらに進め、この予測技術
の高度化を図る計画である。2010年度までに、突風
などの発生する危険域を解析し、10分刻みで1時間
先まで予測する、新たな情報の提供を目指している。
注 1　降水強度、位置の他に電波のドップラー効果
を利用して降水粒子などの移動速度を測定し、こ
れから風速を求めることができる気象レーダー
注 2　物理学の方程式により、風や気温などの時間
変化をスーパーコンピュータで計算し、大気の状
態を予測する方法
注 3　気象レーダーで観測した雨雲の強さと、数値
予報から計算した突風の発生環境の適否から、統
計的手法で突風発生の危険性を数値化したもの
気象ドップラーレーダーのメソサイクロン自動検出概念図
出典：「雷雲とメソ気象」東京堂出版　大野久雄著
塵や砂
漏斗雲
積乱雲の雲底
スキャン メソサイクロン
竜巻
遠ざかる風を観測
気象ドップラー
レーダー
近づく風を観測
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　 米 国 国 立 科 学 財 団（NSF） は、2007年12月
から「科学およびイノベーション政策の科学
（SciSIP）」と題するプログラムの研究助成募集を
開始した。募集は2007年度に続き2度目で、15
～ 20件の採択研究に対し1件当たり5 ～ 40万ド
ル、総額で700万ドルの助成が予定されている。
　趣意書によれば、①科学および工学研究の背
景・構造・プロセスの理解、②研究開発投資から
の利益の正確な評価、③将来の研究開発投資から
期待される利益の予測、が目標とされており、a)
知識創造プロセスや知識を社会・経済アウトカム
に転換するための理論的研究、b)NSFが作成して
いる科学・工学指標（Science and Engineering 
Indicators）に変更をもたらすような科学計量学
（science metrics）・データベース・分析ツール等
の発展、c)専門家コミュニティの構築、が具体的
活動として挙げられている。本プログラムは、契
約・省庁間協定、研究助成、ワークショップ、コミュ
ニティ形成・訓練を通じて実施されるものである。
今年度の研究助成においては、モデル構築、分析
ツール開発、データ開発・充実が重点領域として
記述されている。
　1回目の2007年度は、モデル構築および分析
ツール開発を重点領域として総額700万ドルの募
集が行われ、20件の研究助成が決定された。例え
ば、「公的価値マッピング：科学およびイノベーショ
ン政策の社会価値の非経済モデルの構築」「科学進
歩の速度と方向に対する科学政策のインパクト評
価：先端的ツールと適用」「イノベーションと技術
実装：理論と政策含意」などであった。機関とし
ては、全米経済研究所（NBER、3件）、カーネギー
メロン大学（2件）、ジョージア工科大学（2件）
から複数件が採択された。
　「科学およびイノベーション政策の科学」の議論
	その他の分野	 TOPICS	 Others
　米国国立科学財団(NSF)は、2007年12月から「科学およびイノベーション政策の科学」と題するプログラム
の2年度目の研究助成公募を開始した。15 ～20件の採択研究に対し総額で700万ドルの助成が予定されてい
る。本プログラムは、①科学および工学研究の背景・構造・プロセスの理解、②研究開発投資からの利益の
正確な評価、③将来の研究開発投資から期待される利益の予測、を目標として実施されており、今年度の募
集では、モデル構築、分析ツ ルー開発、データ開発を重点領域としている。「科学およびイノベーション政策の
科学」の議論は、2005年4月にマー バ ガーー大統領補佐官が「科学政策のための科学」の重要性を述べたこと
に端を発する。NSFは2006年度から取り組みを開始し、すでに2007年度に1回目の研究助成公募を行い、20
件の助成を決定した。今後「科学およびイノベーション政策の科学」がどのような発展を見せるかが注目される。
は、2005年4月のAAAS科学技術政策フォーラム
での講演において、マーバーガー大統領補佐官が、
科学的根拠に基づいた政策決定のための「科学政
策のための科学」の重要性を述べたことに端を発
する。NSFの社会・行動・経済科学局は2006年
度から取り組みを開始し、イノベーションおよび
発見の科学、イノベーションの測定、科学および
科学政策に関わる社会組織に関するワークショッ
プを開催して議論を行った。2006年9月には「科
学およびイノベーション政策の科学」と名称を改
めて趣意書を作成し、2007年度から研究助成公募
を開始した。
　NSFの2007年度予算要求のうち社会・行動・
経済科学局に関する節の中でも科学計量学が特記
されており、2006年度に260万ドル、2007年度
に680万ドルの予算が計上されている。また2008
年度要求では、「科学およびイノベーション政策の
科学」に関する3年間（2006 ～ 2008年度）の同
局予算として総額2589万ドルが計上されている。
　本プログラムの成果としては、短期的には科学
およびイノベーション政策決定を支援する定量的
および定性的能力の向上が、また、中期的には投
資とその成果に関する知識構築が期待されている。
さらに近々の目標として、2010年の科学・工学指
標への反映も期待されている。今後「科学および
イノベーション政策の科学」がどのような発展を
見せるかが注目される。
トピックス5　米国 NSFの「科学およびイノベー ション政策の科学」研究助成
http://www.nsf.gov/funding/pgm_summ.
jsp?pims_id=501084
http://www.nsf.gov/about/budget/fy2007/
pdf/fy2007.pdf,, http://www.nsf.gov/about/
budget/fy2008/pdf/EntirePDF.pdf
参　考　
NSF ウェブサイト
募　　集 :
予算要求 :
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科学技術動向研究
ニュートラスーティカルに
関する研究動向
鷲見　芳彦
客員研究官
１‐１
予防医療の必要性
　近年、食生活や運動などの生活
習慣に起因する、肥満、糖尿病、
高脂血症などの疾患、いわゆる生
活習慣病が増加し、QOL（Quality 
of Life）の低下、医療費の増大な
ど社会問題となりつつある。一方
で、高齢化の進行とともに、健康
寿命の延長を積極的に保証するこ
とは、これからの日本の大きな課
題である。
　この問題に対して、「医食同源」
の考え方に基づいて、これらの生
活習慣病を「医薬品による治療」か
ら「食品による積極的予防」へと変
貌させ、健康に歳をとる社会を目
指そうとする試みがある 1 ～ 4)。
１‐２
ニュートラスーティカルの
考え方
　 医 薬 品（Pharmaceuticals）開 発
過程では動物試験での検証を経て
臨床試験による患者での効果の検
証が求められる。一方、栄養学で
は体に必要な栄養素（Nutrition）の
見地から見ているものの、食品に
よる疾患の予防効果を検証する試
みはなされてはいなかった。しか
し、食を含む生活習慣が疾患を引
き起こし社会問題となっている昨
今、有効性が科学的に実証された
食品・食品成分により疾患の予防
を行う、ニュートラスーティカル
（Nutraceuticals）の考え方が支持さ
れるようになってきた 2、5 ～ 10)（図
表 1）。
１‐３
ニュートリゲノミクスの
手法
　疾患を予防するニュートラスー
ティカルという新たな機能を有す
る食品の概念の誕生は、その評価
検証のために、目覚しい発展を遂
げていたゲノム技術・手法などを
取り入れ、ニュートリゲノミクス
（Nutrigenomics：栄養ゲノム科
学）と呼ばれるゲノム手法が確立
されるに至った。これは、図表 2
に示すように、複数のゲノム関連
技術や分子生物学的技術を総合
した新たな研究開発手法であり、
ニュートラスーティカルを創出す
るための原動力となる基盤技術と
して確立された 11 ～ 13)。
　従来、創薬の分野においては、
医薬品成分が生体に作用して変動
する蛋白質や遺伝子等の指標、即
ち生体マーカーを測定し、薬効
を判断する技術が進歩している。
ニュートリゲノミクス技術はいち
早くこの生体マーカー技術と結び
つき、蛋白質や遺伝子発現のレベ
ルで、食品・食品成分の効果を検
証できるようになりつつある。予
防すべき疾患に関わる生理機能毎
に生体マーカーを定め、どのよう
1  はじめに● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
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図表 1　ニュートラスーティカルの考え方
ニュートラスーティカル（Nutraceuticals）という言葉は、1989 年、
Stephen DeFelice によって栄養素（Nutrition）と医薬品（Pharmaceuticals）
の 2 つの言葉を融合させて命名された。
出典：参考文献 10)
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ニュ トーラスーティカルに関する研究動向
2  日本のニュートラスーティカルの現状● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
な機作で予防効果が発現するのか
を検証したり、予防効果が得られ
るために必要な摂食量を定めるこ
とも可能となってきている。現在
のところ、個々のニュートラスー
ティカル毎に独自の評価を行うこ
とになるが、同じ疾患を予防する
場合には測定すべき生体マーカー
を指定したり、その測定評価は同
一基準で行うというように、評価
の規格化・標準化を行うことがで
きれば、より一層客観的な評価を
行うことができるので、今後この
ような仕組み作りが求められる。
　さらに、個人の遺伝子の差異
を 表 す SNP（Single Nucleotide 
Polymorphism：一塩基変異）を
解析することにより、個人毎の各
種疾患にかかりやすさの違い、即
ち疾患リスクの個人差や、効き方
に関する個人差も判別できるよう
になると考えられる。したがって、
将来的には個人差に対応して、疾
２‐１
　保健機能食品
　1984 年、文部省（現文部科学省）
科研費重点領域研究班における特
定研究、「食物機能の系統的解析
と展開」プロジェクトが開始され
た。本プロジェクトにおいて、初
めて食品の人体へ対する影響を
「機能」として捕らえ、特に生活習
慣病予防面での機能に焦点を当て
た研究により、食品による疾患予
防というコンセプトを世界に先駆
けて提唱した 2 ～ 4、13、14)。
　上記の「機能性食品」の研究の進
展に伴い、1991 年、「特定保健用
食品」の制度が施行され、通称略し
て「トクホ」として知られるように
なった。1993 年、資生堂がトク
ホ第 1 号として開発したアレルゲ
ンを低減させた米を上市した際、
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患予防に関するきめ細かな食の情
報提供も可能になると考えられて
きている。
　このように、ニュートリゲノミ
クス技術の発展は、ニュートラ
スーティカルの創出と共に、個人
毎に適切な食情報を提供するな
ど、今後の食による疾患予防の実
現に大きく貢献する技術として期
待されている。
ニュートリゲノミクスは、ここに示すような多彩な学際領域の融合した技
術であり、食品・食品中の成分と健康維持・疾患予防との関連を科学的に
分析する。
図表 2　ニュートリゲノミクス技術を構成する技術（概念図）
英 国 の 学 術 誌 Nature は 日 本 発
の新概念の食品「Physiologically 
functional food：機能性食品」と
して紹介し 15)、世界に大きな衝
撃を与えると共に、将来の健康を
担う食品カテゴリーとして国際的
に高く評価され、認知されること
となった 2 ～ 4)。その後、2001 年
に既存の個別認可型の「特定保健
用食品」に加え、規格基準型の「栄
養機能食品」が加わり、現在の「保
健機能食品」の制度の核ができあ
がった（図表 3）。
　「保健機能食品」の中でも「特定
保健用食品」は、個々の製品ごと
の申請を受け、有効性と安全性を
専門家の委員会で評価し、「特定
保健用食品」の表示を許可する制
度である。ヒトでの試験を実施し
て有効性、安全性を確認している
こと、機能成分の定量的把握がで
きていることが、許可の条件とな
る。
　さらに 2005 年 2 月の改定で、
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図表 3　保健機能食品
参考文献 12) を基に科学技術動向研究センターにて作成
出典：参考文献 16)
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「特定保健用食品」に、「規格基準
型特定保健用食品」、「疾病のリス
ク低減特定保健用食品」、「条件付
き特定保健用食品」が新たに設け
られた。関与成分の疾病リスク低
減効果が医学的・栄養学的に確立
されている場合、「疾病リスク低
減表示を認める特定保健用食品」
として別に扱おうというもので、
疾患予防への考え方を 1 歩進めた
ものであるが、現在のところカル
シウムと葉酸の 2 種のみしか認め
られていない。「規格基準型特定
保健用食品」は、特定保健用食品
としての許可実績が十分であるな
ど科学的根拠が蓄積されている関
与成分について規格基準を定め、
審議会の個別審査することなく、
事務局において規格基準に適合す
るか否かの審査を行い許可するも
のである。このカテゴリーには、
食物繊維とオリゴ糖の数種がリス
ト化されている。
　これに対し、「条件付き特定保
健用食品」は、特定保健用食品の
審査で要求している有効性の科学
的根拠のレベルには届かないもの
の、一定の有効性が確認される食
品を、限定的な科学的根拠である
旨の表示をすることを条件として
許可対象と認めるものである（図
表 4）。
　特定保健用食品は 2007 年 12
月時点で 752 品目が許可されて
おり、我が国において「特定保健
用食品」が浸透してきていると考
えられる。
　これに対し、「栄養機能食品」は
5 種のミネラルと 12 種のビタミ
ンの栄養素を対象としてリスト化
され、これらは各栄養素の機能の
表示をして販売される食品である
（図表 5）。
　厚生労働省による「保健機能食
品」の基準は、「特定保健用食品」
は FOSHU（Food for Specified 
Health Uses）と し て、「 栄 養 機
能 食 品 」は FNFC（Food with 
Nutrient Function Claims）と し
て一つのグローバルスタンダード
として認知されている。
　疾患予防の観点から考えると、
「疾病リスク低減表示を認める特
定保健用食品」がニュートラスー
ティカルの本命に相当すると考え
られる。しかしながら、このカテ
ゴリーで許可されたものは先にも
述べたとおり現在のところカルシ
ウムと葉酸の 2 種のみであり、日
本における人での有効性の実証に
対するアプローチは、まだまだ十
分でないと考えられる。
図表 4　特定保健用食品とその区分
参考文献 16）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 5　栄養機能食品
特定保健用食品の区分 区分の定義 関与成分
特定保健用食品 
食生活において特定の保
健の目的で摂取をする者に
対し、 その摂取により当該
保健の目的が期待できる旨
の表示をする食品。  
特定保健用食品
（疾病リスク低減表示）
関与成分の疾病リスク低減
効果が医学的 ・ 栄養学的
に確立されている場合、 疾
病リスク低減表示を認める
特定保健用食品。  
カルシウム （食品添加物公
定書等に定められたものま
たは食品等として人が摂取
してきた経験が十分に存在
するものに由来するもの）
葉酸 （プテロイルモノグル
タミン酸）
特定保健用食品
（規格基準型）
特定保健用食品としての許
可実績が十分であるなど科
学的根拠が蓄積されている
関与成分について規格基
準を定め、 審議会の個別
審査なく、 事務局において
規格基準に適合するか否か
の審査を行い許可する特定
保健用食品。
食物繊維 ： 　難消化性デ
キストリン 、ポリデキストロー
ス 、 グアーガム分解物 
オリゴ糖 ： 　大豆オリゴ糖 、
フラクトオリゴ糖 、 乳果オ
リゴ糖 、 ガラクトオリゴ糖 、
キシロオリゴ糖 、 イソマルト
オリゴ糖 
条件付き特定保健用食品
特定保健用食品の審査で
要求している有効性の科学
的根拠のレベルには届かな
いものの、 一定の有効性が
確認される食品を、 限定的
な科学的根拠である旨の表
示をすることを条件として、
許可対象と認める。
制度について 栄養素
栄養機能食品 
栄養機能食品は、 栄養素
の機能の表示をして販売さ
れる食品。 栄養機能食品と
して販売するためには、 一
日当たりの摂取目安量に含
まれる当該栄養成分量が定
められた上 ・ 下限値の範囲
内にある必要があるほか、
栄養機能表示だけでなく注
意喚起表示等も表示する必
要がある。  
亜鉛、カルシウム、鉄、銅、
ナイアシン、 パントテン酸、
ビオチン、 ビタミンＡ、 β -
カロテン、 ビタミンＢ１、 ビ
タミンＢ２、 ビタミンＢ６、 ビ
タミンＢ１２、 ビタミンＣ、 ビ
タミンＥ、 葉酸
参考文献 16）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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３‐１
　食品中の非栄養性機能
物質の解析と体系化に
関する研究
　日本における食品中の成分の機
能とその役割についての基盤研
究として、文部科学省技術振興
調整費「食品中の非栄養性機能物
質の解析と体系化に関する研究」
（2000 ～ 2004 年度）が日本にお
けるニュートラスーティカル研究
の先駆的事例の一つである。東京
農業大学の荒井綜一教授のグルー
プは、フラボノイド、カロテノイ
ド、ペプチド等の食品中の各非栄
養性機能物質の科学的評価を行
い、集積することにより利用され
やすいデータベースを構築するこ
とを目的として、2000 年より実
施された 17)（図表 6）。
　まず、機能性成分摂取により期
待される効果、例えば抗酸化作用、
骨形成・吸収、グルコース取り込
み作用、免疫系への影響、肝硬変
患者の発癌率への影響、肝酵素誘
導、学習、生体防御因子等に対す
る影響が選定され検索・検証が行
われた。しかしながら、抗炎症作
用、糖尿病抑制、抗癌作用、学習
の向上などの総合的な効果を判断
するには、予防などに直接関わっ
ている事が判っている血中蛋白な
どの生体マーカーの数が少なすぎ
るという問題点が指摘され、十分
な検証ができないという大きな課
題が提示されるに至った。
　さらにこの研究の中間過程で、
食品中の非栄養性物質の機能を解
析する試みは、一つ一つの生体
マーカーを測定して検討するので
はなく、今後、多くの蛋白を一括
して取り扱う、血清プロテオーム・
メタボロームなどの包括的分析手
法を取り入れて行われるべきとい
う方向性が打ち出され、ニュート
リゲノミクス技術の発展が必須で
あるという結論に至った。また、
このようにして取得した効能や安
全性のデータについては、専門家
による審査・評価を経て標準化さ
れ、高い信頼性の付与が必要であ
り、一般に広く公開されるべきと
の考えを提示した。
　機能性食品素材の有効性の科学
的な証明の重要性と、食品の新規
機能性の発掘のためには、ニュー
トリゲノミクスの手法をいち早く
取り入れることが必要であり、そ
のデータベース化が今後の重要な
課題であると示唆している。
３‐２
　企業との連携研究
　一方、ニュートラスーティカル
は、食品として製造され一般消費
者に届けられ食されて効果を発揮
するものであるから、その産業化
には、各種食品・食品関連企業と
の連携、技術の移転は不可欠であ
る。また、人での効能や安全性な
どの高度な評価には、製薬・医薬
品関連企業からの参画も必須と考
えられる。このような、ニュート
ラスーティカルの産業化・実用化
の視点から、2002 年 12 月より
2008 年 11 月までの予定で、東
京大学大学院 農学生命科学研究
科に日本国際生命科学協会（ILSI 
Japan）の寄付講座「機能性食品
ゲノミクス」（Functional Food 
Science and Nutrigenomics）が
創設された。
　食品企業 32 社が参加し、阿部
啓子教授を中心として産学連携を
推し進めている。具体的には、各
社が関心のある蛋白質やアミノ酸
などの食品成分の摂取による遺伝
子発現レベルの変動を調べ、その
機能を明らかにしようとしてい
る。さらに、その成分を含む食品
の機能とＤＮＡチップから得られ
る遺伝子発現データをリンクさせ
たデータベースの構築、共有化も
行おうとしている 18)。実際の食
品、食品成分の総合的な機能を、
安全性を含めて根源的に評価し、
品質設計・品質管理の基盤とする
ことを目標とするこの産学連携に
は、国の内外から大きな関心が寄
せられている。
３‐３
ヒトでの科学的有効性の
評価
　ニュートラスーティカルを開発
し本格的に疾患予防に用いるため
実施項目 内容
食品中に含まれる非栄
養性機能物質の機能
に関する研究
１） 非栄養性機能物質の抽出 ・ 測定 ・ 機能性評価に関す
る標準化技術の検証 ・ 開発　→　機能性と安全性の評
価の新方法論、 特にゲノミクスの導入 （第 2 期 ： 後期
より独立項目となる）
２） フラボノイド、ポリフェノール類の含量と機能に関する研究
３） テルペノイド、 カロテノイド類の含量と機能に関する研究
４） 含硫化合物 ・ 揮発性成分 ・ 香辛料の含量と機能に関
する研究
５） ペプチド類の含量と機能に関する研究
食品中に含まれる非栄
養性機能物質のデータ
ベース化に関する研究
１） 非栄養性機能物質の相互作用に関する研究　→　効能
２） 非栄養性機能物質統合データベースの作成 ・ 公開　→
安全性
図表 6　「食品中の非栄養性機能物質の解析と体系化に関する研究」の概要 
出典：参考文献 17)
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研究目的
食 （特に機能性食品素材） と運動に関わる生理機能と健康
維持に関する科学的エビデンスを、 先端技術 （ゲノミクス、 プ
ロテオミクス、 メタボロミクス） を駆使し、 収集 ・ データベース
化し、 新しい産業創出へ繋げる。
研究内容
１） 人の健康に関与する食品成分の機能性と安全性の研究
２） 食物 ・ 食物成分の健康維持、 疾患予防に関する基礎的
な分子メカニズムの解明
３） 栄養摂取と健康の関連に関する遺伝子形質の研究
４） 機能性とリスクを明らかにするバイオマーカーの開発と応用
５） 運動による健康維持効果の科学的解明と個別化運動処方
の確立
６） 健康 ・ 運動支援ツールの評価と開発
図表 7　「食と運動の機能性に関する研究会」における目的と研究内容
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　欧州では、オランダ・フランス・
ドイツ・ベルギー・スペインなど
多くの国が農産業に力を入れてい
る。中でもオランダは乳製品、ビー
ルなど食品加工・発酵技術の歴史
を有しており、欧州の中でも有数
の食品産業国である。たとえば、
食肉・酪農乳製品・穀物・種苗・
飲料品・タバコなどの農作物とそ
の加工品等のオランダの輸出高は
米国に次ぎ世界第 2 位である 21)。
中でも乳製品、ビールにおいては、
世界第 1 位の輸出を誇る。当然、
それを支える乳製品やビールなど
の発酵技術、食品のプロセス技術
において基礎研究から産業化に至
る広範な知識、知恵および経験が
あり、先端レベルでの競争力を保
持している 21)。
　オランダには欧州でも最大規模
の食品関連クラスターとしての
「フードバレー」がワーヘニンゲン
市（Wageningen）にあり、欧州の
栄養ゲノム研究拠点のニュートリ
ゲノミクス機構も同市で活動して
おり、欧州の食品の研究と産業の
一大拠点を形成している。本稿で
は、欧州のニュートラスーティカ
ル研究と開発の活動事例を、この
オランダに求めて紹介する。
４‐１
オランダのフードバレー
（Food Valley）
　オランダ農業省は、ワーヘニン
ゲン農業大学とオランダ農業省研
究所を統合しワーヘニンゲン大学
（Wageningen UR: Wageningen 
Un ive r s i t y  and  Re s ea r ch 
Center）を 1988 年に設立し食の
研究開発に注力した 22)。一方、
オランダ経済省は同ワーヘニンゲ
ン市に、ワーヘニンゲン食品科学
セ ン タ ー（Wageningen Center 
for Food Science）を 1997 年 に
設立し、食産業の活性化の拠点
として明確に位置づけ 23)、共に
オランダ国家が強力に後押した。
ワーヘニンゲン大学とワーヘニン
ゲン食品科学センターが設立され
た時点で食品に関する基礎から応
用へ向けての強力な研究基盤が形
成されていた。これに加えて、図
には、ヒトにおける有効性を示す
データの取得は必須である。その
ためには、生体マーカーの選定と
エンドポイントの設定、試験のた
めの標準書（プロトコール）作成、
適切な被験者の募集、医師による
有効性の客観的評価など、医薬品
開発を参考とした準備とチーム作
りが必要となる。残念ながら、こ
の点が日本におけるニュートラ
スーティカル開発において海外に
遅れをとっている点である。
　近畿バイオインダストリー振興
会議を拠点として、京都府立大学
医学部 吉川敏一教授、東京農業
大学 荒井綜一教授ほかが発起人
となって、「食と運動の機能性に
関する研究会」が 2006 年に設立
された。この研究会の目的は、食
と運動の機能性の関係を解明し、
健康維持に貢献できる新しい機能
性食品素材の開発と、年齢・健康
状態に対応した運動プログラムを
構築し食と運動の関係を先端技術
を用いて解析し、その基盤情報を
基に産業振興に繋がるクラスター
形成を図ることである。具体的に
は、食、特に機能性食品素材と運
動に関わる生体マーカーなどの変
動や生理機能と健康維持に関する
科学的有効性を、ニュートリゲノ
ミクス技術を駆使して収集し、デー
タベース化しようとするものであ
る 19)（図表 7）。
　「食と運動の機能性に関する研
究会」は、2007 年産業界から機
能性食品を募集し、ヒトでの試験
を行って科学的有効性を示すデー
タを取得し、医師が積極的に関与
しうる食品の可能性を模索する活
動を開始した。評価する食品候補
として、10 社から 15 品目のエン
トリーがあり、その中から 5 品目
（5 社）が選定された。今後、この
5 品目の評価チームを結成して日
本臨床内科医会と連携し、2008
年に順次具体的な評価プロトコー
ルの作製、ヒトにおける科学エビ
デンス取得が開始される予定であ
る 20)。
　さらに、この成果を基に、研究
開発、評価、情報発信システムを
構築していくための「健康食品素
材評価委員会」が設置されている。
この活動は、日本におけるヒトで
のニュートラスーティカル研究・
開発・実用化の先駆的モデルとな
るものと大いに注目される。
出典：参考文献 19)
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表 8 に示す TNO 栄養食品研究
所、NIZO 食品研究所など、企業
化をサポートし技術移転を推し進
める組織が連携を組んだため、容
易に先端研究内容の技術移転や産
業化が切れ目なく行われる条件が
整った。その後多くの食品企業が
進出し、フードバレーとして企業・
行政・研究機関の 3 者が緊密な協
力体制にある欧州最大の食品研究開
発クラスターを形成し、かつ新たな
食品企業が誕生するイノベーション
創出の地となっている 24 ～ 26)（図
表 8）。
４‐２
TNO 栄養食品研究所
（TNO Food & Nutrition）
　オランダの TNO は、科学技術
分野における応用研究を行うこと
を目的に 1932 年に設立された欧
州最大規模を誇る総合受託研究機
関であり、現在職員総数は 5,000
名を超えている。研究領域は、①
クォリティオブライフ部門、②防
衛・公衆安全部門、③自然建築環
境部門、④先端製品・プロセス・
システム部門、⑤通信サービス部
門の 5 領域にわたる。この中で、
クォリティオブライフ部門が栄養
食品研究に取り組んでおり、基礎
研究成果の企業への技術移管、企
業からの委託研究を中心に活動を
行っている。特に栄養食品の有効
性試験、毒性試験などを受託して
いる。機能性食品に関してはその
有効性を、新規食品については安
全性を評価しており、欧州食品
安 全 局（European Food Safety 
Authority : EFSA）、米国食品医薬品
局（Food and Drug Administration
 : FDA）への登録・申請に必要な
試験の受託を行っている 30)。
　中でも注目すべきは、機能性食
品、新規食品のヒトボランティア
試験である。ヒト代謝試験施設と
各種の体内マーカーの評価・分析
技術を有しており、すでに種々の
食品を使用して、機能性食品のヒ
トボランティア試験の実績があ
る。これに伴い、保有する栄養デー
タベースの充実が進んでいる。さ
らに、様々な新規食品の試験に対
応可能な数千人のボランティア
データベースを持ち、これを基に
新たな試験の準備と立ち上げがス
ムースに行うことができるシステ
ムとなっている（図表 9）。
フードバレーを拠点とする
大学 ・ 研究所 ・ 研究支援機関
役割 ・ 機能
Wageningen University & Research Centre:
　- Wageningen Institute for Food Safety 27)
　- Agrotechnology and Food Science 
Group 28)
　- Plant Research International 
Wageningen 29)
　- Animal Sciences Group 
　- Wageningen Institute for Food Law
基礎、 基盤研究
　欧州ニュートリゲノミクス機構 （NuGO） の
一部
　食の科学の基礎研究
　ゲノミクス技術の活用により植物の改良
　動物実験研究
TNO Food & Nutrition 30)
基礎研究成果の企業への技術移管、 企業
からの委託研究
NIZO Food Research （NIZO 食品研究所） 31)
基礎研究成果の企業への技術移管、 企業
からの委託研究
Center for BioSystems Genomics 32)
ワーヘニンゲン UR を中心として十数社の企
業で構成されるコンソーシャム。 ニュートリゲ
ノミクス技術の活用により穀物の改良、 品質
向上。
Nutrigenomics Consortium 33)
メタボリックシンドロームによって発症する糖
尿病、 高脂血症、 高血圧などに焦点を当
て、 ニュートリゲノミクス技術を活用したバイ
オマーカーの探索研究。
Top Institute Food and Nutrition 34)
健康に寄与する新食品を提供するために必
要な技術支援
受託試験 ・ 登録サービス （１）
法規制に関するコンサルティング調査
１） 適応される法規制の確認
２） 要求データの確認
３） 顧客データの事前評価
４） 費用の提案
受託試験 ・ 登録サービス （２）
１） データの評価
２） 安全性試験
３） 申請書類作製
その他の受託試験サービス
・ ヒトボランティア試験　 ・ 試験のデザイン
・ 腸内細菌 / 免疫試験　　　 ・ アレルギー試験
・ 栄養、 化学物質、 微生物などの各種分析
・ 栄養評価　　　 ・ 栄養ゲノミクス
・ バイオマーカーの同定　　 ・ 疫学試験
法規制調査から申請登録まで
・ 法規制の調査　　 ・ 毒性試験の実施
・ 申請書の作成
図表 8　フードバレーを拠点とする各種機関とその役割
各ウェブ情報を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 9　ＴＮＯの受託試験サービスについて
出典：参考文献 35)
フードバレーという名前は、米国カリフォルニア州のシリコンバレーに因み、
食の研究・産業化のメッカという意味で名づけられた。（ )
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４‐３
NIZO 食品研究所
（NIZO Food Research BV）
　NIZO 食品研究所は、ワーヘニ
ンゲン市に近いエーデ (Ede) 市に
あり、企業からの委託研究のみで
運営されている。NIZO 食品研究
所の特徴は、食品関連研究施設と生
産のための試験用パイロットプラ
ントを保有している点であり、委託
企業は、生産設備に本格投資を行う
前に製造のための種々のテストを
実施するなど、生産直前の産業化支
援を受けることができる 31、36)。
４‐４
ニュートリゲノミクス機構
（NuGO：European 
Nutrigenomics 
Organization）
　ニュートラスーティカル開発の
ための新たな栄養ゲノム技術とし
て、ニュートリゲノミクスが生ま
れると同時に、欧州では、2004
年 1 月に、10 ヶ国 22 機関が参
加して、ニュートリゲノミクス機
構（NuGO）が、オランダ　ワーヘ
ニンゲン市（Wageningen）に設立
され、欧州の食科学の中心地とも
なっている。NuGO の設立の目
的は、①栄養科学の領域における
ポストゲノム科学、即ちニュート
リゲノミクス技術の教育、②欧州
の栄養科学に貢献するためニュー
トリゲノミクス技術の促進とイン
テグレーションを図ること、③
ニュートリゲノミクス技術を世界
規模で応用し産業化を図ること、
④世界をリードするニュートリゲ
ノミクス技術の先進的バーチャル
センターを構築することである 37)。
　現在、23 機関（大学、企業）が
パートナー組織として参加し、研
究に留まらず研究成果の企業化も
推進されている。NuGO の特徴と
する技術は、ゲノム技術、マイク
ロアレイ技術を駆使して、食材中
の成分とその機能・生理活性など
に関するバイオインフォマティッ
ク ス の デ ー タ ベ ー ス（Nutrient 
gene database）の構築を組織的
に行っている。このデータベース
は、当初から実用化を見据えて共
有化を目指したものであり、その
データの書式は NuGO 参加機関
で統一されたものを用いている。
また、データ取得のための研究標
準書（プロトコール）も統一書式で
規格化されており、欧州統合基準
での研究の段階から企業化まで、
切れ目なく迅速に移行できるシス
テムとなっていることが判る 28)。
　現在、各参加研究機関相互での
データベース利用が進められてお
り、NuGO の進める規格化・標
準化が、欧州のみならず世界標準
として用いられる可能性もあると
思われる。
5  米国のアプローチ ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　欧州において、フードバレーを
拠点として、ニュートラスーティ
カルの研究から産業化へ向けての
切れ目のない開発体制がとられて
いるのが特徴であるのに対して、
米国のアプローチは、ニュートラ
スーティカルによる疾患予防、特
に生活習慣病予防への取り組みに
焦点が合わされている。さらに、
個人の遺伝子情報の解析により罹
患しやすい体質の人を対象として
ニュートラスーティカルを提供し
ようとするベンチャーの動きがあ
る。
５‐１
UC Davis：疾患予防に
焦点を当てた考え方
　ニュートリゲノミクス技術が、
食材成分と生理機能との関連に有
用な技術であることが、判明しつ
つあり、欧州に NuGO（前述）が
設立された 2004 年、米国では、
NIH からの資金を得た UC Davis 
（カリフォルニア大学デイビス
校 ）に Center of Excellence for 
Nutritional Genomics が 設 立 さ
れた。
　現在、UC Davis の Rodriguez 博
士が研究の責任者として運営に携
わっている。Rodriguez 博士の考
え方は、病気になってから治療す
るという考えから健康（Wellness）
を追求するレベルへ変革すべき時
期に来ている、即ち、治療から予
防へ重点を移すべきであるという
ものである。この背景には食生活
と運動の偏りによって生ずる生活
習慣病が増加し、社会問題となっ
ていることが挙げられる。食品は
その意味において疾患予防に重要
な役割を果たすべきで、ニュート
ラスーティカルのような機能を有
する食品の開発にはニュートリゲ
ノミクス技術が役立つ、という思
想で運営されている 39)。
　具体的な取り組みとしては、食
材と遺伝子発現の関係、予防医療
や疾患改善との関連について、食
用ハーブなどの植物に含まれる生
理活性物質を中心に研究が行われ
ている。マイクロチップを用いて
生体マーカーに関する非常に多く
の遺伝子情報を処理するために、
Isomap と呼ばれる非線形アルゴ
リズムを利用しており、その研究
成果が出つつある 40)。
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　今後増加が予想され、かつ生活
習慣の改善によって予防が可能な
疾患、たとえばメタボリックシン
ドロームについては、積極的に生
活習慣を改善する努力が求められ
る。その一つが食の改善であり、
ニュートラスーティカルはこのよ
うな疾患の予防に大きく貢献する
と考えられる。
　ニュートラスーティカル創出の
ためには、①疾患予防効果を科学
的に評価する基準を作ること、②
ヒトで疾患予防効果の評価ができ
る体制を作ること、③基礎研究か
ら産業化への技術移管やデータ
ベース共有化のシステムができて
いることの 3 点が重要であると考
えられる。以下にこの各々につい
て世界における研究動向を俯瞰し
つつ、我が国が取り組むべき課題
について提言を行いたい。
５‐２
Tufts 大学：疾患予防の
臨床研究
　Tufts 大学は、Human Nutrition
Research Center on Aging 
(HNRCA) を設けており、Schaefer
教授は、ボストン近郊の一般住人
から被験者を募り、個々の健康状
態をモニタリングしつつ低脂肪食
を提供し、肥満・糖尿病・心臓疾
患などの各種疾患予防の試験研究
を実施している。ここでは、大学
内に病院同様の臨床検査機能ラボ
と、特別食提供用キッチン、カウ
ンセリング室などを持ち、機能食
の加工調理から被験者への指導や
個別面談・指導もできるような機
能的な研究施設を有している。こ
の様な施設での試験は、各テーマ
数十人規模でのボランティアを集
めて行われている。
　具体例としては、肥満、糖尿病
の過程で生成する糖化アルブミン
（Glucose-attached Albumin）を
生体マーカーの一つとして用い、
低脂肪食と肥満、糖尿病、腎臓疾
患などとのかかわりや、疾患リス
ク低減効果についてデータベース
化を行っている。本試験研究の中
には食生活改善に関する参加者個
人への啓蒙も含まれており、成果
が期待されている。
５‐３
ベンチャーの動き
　研究成果の産業化がベンチャー
企業によって速やかになされる米
国では、すでに幾つかのベンチャー
企業が先端の知見を用いたビジネ
スの立ち上げに取り組んでいる。
　 コ ロ ラ ド 州 に 拠 点 を 置 く
Sciona 社 41) では、個人の遺伝子
を診断し、疾患になりやすいかど
うかを判断するサービスを提供し
ている。具体的には、19 種の疾
患関連遺伝子の SNP（遺伝的先
天的情報）プロファイルを検査し、
これに健康診断データ（現状の健
康状態）、問診票（ライフスタイル
情報）を元に、個々の顧客への健
康アドバイスとして、食習慣と生
活習慣をどのように変えるかとい
うアドバイスを行うものである。
　シカゴに拠点を置く Nut ra
Gemomins 社 42) は、食習慣や遺
伝子型の影響を受ける遺伝子を特
定する実験システムを食品企業や
製薬企業へ提供し、疾患予防に有
効なニュートラスーティカル食品
の開発や、遺伝子型の影響を考慮
した医薬品の開発をサポートする
事業を開始した。これらの事業は
まだ始まったばかりで、成果は今
後を待たねばならないが、アカデ
ミックな研究成果を応用へと加速
する役割を果たすと期待される。
6  今後の課題と提言 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
６‐１
疾患予防効果を
科学的に評価する
基準の構築と標準化
　医薬品は単一成分からなり、そ
の成分が直接作用するターゲット
分子は基本的に単一の物質である
ので、同じ疾患であっても薬効を
評価する方法は各々の医薬品毎或
いはターゲット分子毎に構築する
のが普通である。
　一方、ニュートラスーティカル
は必ずしも単一物ではなく、期待
する疾患予防効果は複数の物質に
よる複合的な作用で発揮されると
考えられる。例えば、糖尿病予防
効果は様々な経路で発揮されるの
で、食品に含まれる複数の成分が
幾つかの経路に働き予防効果を発
揮していることを実証する必要が
ある。また、異なる食品の間での
予防効果の比較も必要となる。し
たがって、糖尿病の予防効果を判
断する複数の指標（生体マーカー）
群の選定と評価方法の標準化が必
要となる。即ち、予防すべき疾患
の生体マーカー研究が急務である
と考えられる。
　この課題は、すでに 2000 ～
2004 年度実施の「食品中の非栄養
性機能物質の解析と体系化に関す
る研究」において、総合的な機能
性に関しては生体マーカーの数が
少なすぎると荒井綜一教授らによ
り指摘されている。これまでの医
学研究においては疾患治療に注目
した生体マーカーの研究は活発で
あったが、今後はニュートラスー
ティカルという食による疾患予防
に照準を合わせた生体マーカーの
研究を推進する必要がある。個々
の研究機関が別々の評価プロト
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コールで行ったデータでは、研究
機関の間での情報整合性が取れ
ず、共通のものさしなくしては評
価が難しい。したがって、生体マー
カーの測定方法や基準値の標準化
研究も併せて必要である。
　さらには、日本人で評価された
予防効果に関するデータベースは
それ自体が日本の貴重な財産であ
り、多くの研究開発現場で共有化
して利用することにこそ意味があ
る。食品成分と疾患予防効果など
のデータベースは基礎研究の段階
からフォーマットを一元化し、共
有化できるようにすべきであると
考えられる。
６‐２
ヒトで疾患予防効果の
評価ができる試験体制の構築
　食品および食品成分を用いて、
ヒトで疾患予防の有効性を実証す
る試験は、これまで体系的に行わ
れてこなかったが、科学的に評価
できる仕組みづくりが必要とな
る。これがニュートラスーティカ
ルを創出するための肝であると考
えられる。
　米国 Tufts 大学の例を述べた
が、医師、栄養士、生理学者など
で構成されるチーム組織ができて
おり、ボランティアを対象にして
疾患予防を目的とした食材の研究
に取り組んでいる。欧州では、フー
ドバレーという食品研究開発の集
積拠点において、TNO 栄養食品
研究所がニュートリゲノミクス技
術を駆使した評価体制を持ち、素
材の発見からヒトでの有効性実証
の試験まで受注できる体制を組ん
でいる。
　日本では、組織的にヒトでの評
価の試みは始まったばかりであ
る。吉川敏一教授、荒井綜一教授
らが発起人となって、「食と運動
の機能性に関する研究会」が今後
ヒトでの評価を行う予定であるこ
とは上に紹介した。この活動から、
ヒトでの評価のために必要な要素
や運営のノウハウなどが提案され
てくると思われる。我が国には、
その歴史の中で育まれた健康に寄
与すると考えられている多くの秀
逸な食材がある。その中に含まれ
る有効成分の解明や疾患予防効果
等に関する系統的かつ総合的な研
究は、端緒についたばかりである。
　したがって、日本の食材の中か
ら優れたニュートラスーティカル
を創出すべく、基礎研究者、医師、
診断・評価研究者、食材を提供す
る企業などが参加できるフードバ
レー的拠点の構築と、総合的な評
価体制の充実が急務である。
６‐３
基礎研究から産業化へ
切れ目なく移行できる
連携体制の構築
　今世紀になって急激に発展した
ニュートリゲノミクスは、ニュー
トラスーティカルを創出するため
の基盤技術として日々進歩してい
る。基礎研究として進歩しつつ、
同時にニュートラスーティカルの
評価のために即戦力として応用さ
れている。即ち、研究の現場と応
用の現場が非常に近いのが特徴と
なっている。そのことを如実に物
語っているのが、欧州のワーヘニ
ンゲン市を拠点とする研究例であ
り、そこでは種々の基礎研究と企
業応用、および実用化をサポート
する切れ目のない連携体制が良く
機能している。
　この「切れ目のない」連携体制の
中で重要なことは、第１に、理学、
農学、水産学、工学、薬学、医学
などアカデミアの中での相互の枠
を超えた研究連携、即ち研究の水
平連携が可能であること、第 2 に、
基礎研究成果を産業移転するため
のサポートシステムが存在し、企
業化へのスピード感のある開発が
できる連携関係、即ち垂直連携が
容易であること、である。
　水平連携に関しては、ニュート
リゲノミクス技術自体が先に述べ
た様に複数の基礎研究領域の複合
技術であるので、ニュートリゲノ
ミクスをキーワードとした融合領
域研究チームを、6-2 で提案した
フードバレーのような拠点で運営
する必要がある。
　一方、垂直連携に関しては、日
本に育ちにくいのが、基礎研究(ア
カデミア ) と企業を結び産業移転
を容易にし必要な受託研究開発を
行うサポート組織の存在である。
米国ではベンチャーがこの役割を
果たしていると考えられるが、ベ
ンチャー企業醸造の風土が未熟な
日本でのモデルとはなりにくい。
欧州の TNO 栄養食品研究所や
NIZO 食品研究所のようなサポー
ト組織は大いに参考になると思わ
れる。
7  まとめ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　健康に生きることは万人の望み
である。病気になってから治療す
るのではなく、健康に生きるため
に疾患予防に積極的に取り組もう
と社会の視点が変化してきている
のは、当然のことと言える。
　疾患を予防し健康に生きるため
に、ニュートラスーティカルのよ
うな疾患予防効果がヒトで立証
されている新たな食品は、今後
徐々に社会に浸透し、国民全体の
QOL（Quality of Life）を向上さ
せるものとして期待される。
　ニュートラスーティカルは、日
本から世界に発信された領域であ
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ニュ トーラスーティカルに関する研究動向
り、日本は新しい食の概念を創出
したとも言える。今後、これをさ
らに発展させ、科学研究のレベル
の向上のみならず、実際に使われ
ることによって QOL の向上を目
指すために、今後の取り組みとし
ては、①疾患予防効果を科学的に
評価する基準の構築と標準化、②
ヒトで疾患予防効果の評価ができ
る試験体制の構築、③基礎研究か
ら産業化への切れ目のない研究開
発連携体制の構築の３つが必要で
ある。
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◎
医学博士　血液の生化学、神経細胞の
再生研究、創薬基盤研究などを経て、
現在、バイオテクノロジーを利用した
新しい研究開発と事業化の企画に携わ
る。バイオテクノロジーは、医療（Red-
bio）、農水環境（Green-bio）、工業（White-bio）
と広く使われているので、今忙しい。
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防災・減災のための情報通信システムの相互運用
科学技術動向研究
防災・減災のための
情報通信システムの相互運用
臼田　裕一郎
客員研究官
1  はじめに● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　防災・減災においては、自助・
共助・公助の様々な場面で、ハザー
ドマップをはじめとした災害に関
する情報を効果的に活用するこ
とが重要である。平成 19 年 6 月
1 日に閣議決定した長期戦略指針
「イノベーション 25」1）において
も、早急に開始すべき「社会還元
加速プロジェクト」のひとつとし
て、「安全・安心な社会」を目指し
た「きめ細かい災害情報を国民一
人ひとりに届けるとともに災害対
応に役立つ情報通信システムの構
築」が挙げられている。図表 1 に、
平成 20 年度にこのプロジェクト
に位置付けられた各府省の取り組
みを示す。本稿では、実際に構築
が進められている防災・減災のた
めの情報通信システム（以下、「防
災情報システム」と呼ぶ。）の現状
について俯瞰し、今後求められる
防災情報システムの構築および運
用のあり方として、「防災情報シ
ステムの相互運用」について述べ
る。特に防災・減災を目的として
災害が起こる前から活用されてい
るべき情報システムに着目する。
図表 1　イノベーション 25 社会還元加速プロジェクト「防災情報通信システム」に位置づけられた各府省の取り組み
きめ細かい災害情報を国民一人ひとりに届けるとともに災害対応に役立つ情報通信システムの構築
H19 予算 H20 予算
「防災の見える化」 の推進 内閣府 20
防災情報共有プラットフォームの機能拡張 内閣府 175 171
防災関連情報基盤の構築によるハザードマップ普及促進 内閣府 15
消防防災分野における ICT 活用のための連携推進事業 総務省 17
災害情報通信システムの研究開発等 総務省 261 516
地震 ・ 津波観測監視システム 文部科学省 1,558 1,406
災害リスク情報プラットフォーム 文部科学省 1,136
災害情報共有システム (DISS) の開発と活用 国土交通省 29 の内数
蓄積された災害情報の活用 国土交通省 12 12
洪水予測の高精度化 / リアルタイムハザードマップの開発 国土交通省 671,342の内数
ケーブル式海底地震計の整備による
東海 ・ 東南海 ・ 南海地震の監視体制の強化 国土交通省 839 785
光ファイバの高度利用や多様な通信インフラの連携による
防災情報通信基盤の構築 国土交通省 7
（小計） 4,085
（百万円）
参考文献 2）を基に科学技術動向研究センターにて作成
科 学 技 術 動 向　2008年 2月号
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図表 2　国が構築を進める防災情報システムの例
参考文献 3）を基に科学技術動向研究センターにて作成
2  防災情報システムの現状● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　防災情報分野の施策について、
「平成 19 年版防災白書」3）より抜
粋すると、「平成 15 年 7 月の中
央防災会議の「防災情報の共有化
に関する専門調査会」4）において、
各種行政機関の防災情報システム
の有機的な連携のあり方、行政と
住民、住民等同士の間における防
災情報の共有、科学的防災情報の
提供についての報告を取りまとめ
ている。また、平成18年1月の「IT
新改革戦略」（IT 戦略本部決定）5）
においては、防災コンテンツの国
民への提供促進、防災・治安情報
の基盤の高度化・堅牢化、防災情
報共有プラットフォームの拡充な
どがうたわれている。さらに、平
成 18 年 7 月の「重点計画 2006」6）
においては、世界に誇れる安全・
安心な社会の構築を目指すため
に、IT による防災情報基盤整備
の推進が掲げられている。」とされ
ている。
　防災情報システムの構築につい
て国が推進しているものとして
は、内閣府、国土交通省、気象
庁、消防庁等において、各種災
害・防災情報の収集、共有、伝達
を目的とした防災情報システムの
構築が挙げられる（図表 2）。同様
に、各地方自治体においても、そ
れぞれ独自の防災情報システムの
検討、構築が進められている。ま
た、近年では、事業継続計画（BCP：
Business Continuity Plan）や 企
業防災の観点から、企業内におけ
る防災情報システムの構築も急速
に行われつつある。
　一般利用者向けに公開され、平
時から利用可能な防災情報シス
テムも官民を問わず数多く存在
する。防災に資する情報として
多くの自治体から提供されてい
るハザードマップについては、
紙媒体で一般配布されるととも
に、インターネットホームペー
ジ上で公開されている場合が多
い。そのほとんどが画像や pdf と
いった静的なファイルとしての
公開であるが、中には WebGIS
（Web Geographic Information 
System）などの技術を導入し、拡
大や縮小等も可能な防災情報シス
テムもある。例えば、「茅ヶ崎市地
震シミュレーションシステム」7）
では、選択や操作により結果が異
なるシステムとして、利用者が想
定地震とマグニチュードを任意に
設定することで、その結果想定さ
れる震度や液状化の状況を表示す
ることができる。（株）日立東日本
ソリューションズが公開している
「室内危険度診断システム」8）で
システム名 府省庁名 概要
防災情報共有プラットフォーム 内閣府
防災機関が横断的に共有すべき防災情報の形式を標準化し， 国， 地
方公共団体等の各機関や， 住民等の情報を共通のシステムに集約し，
その情報にいずれからもアクセスし， 入手することが可能な共通基盤。
地震による被害推計情報， 気象情報， 河川情報等を取り込み， 災害
現場における被災情報や各機関の活動情報を同一の地図上の情報と
して， わかりやすい形で共有することを可能としている。
地震活動等総合監視システム
（EPOS）， 地震津波監視シス
テム （ETOS）
気象庁
全国約 600 地点に震度計と約 180 地点に津波地震観測施設を設置し
てオンラインで地震の観測データを収集， 処理 ・ 解析して， 地震 ・ 津
波情報を発表。
震度情報ネットワークシステム
整備事業
消防庁
全国の都道府県 , 市町村の約 3,400 地点に設置した震度計から観測さ
れる震度情報を消防庁へ即時に情報収集し， 広域応援体制確立の迅
速化等に利用。
強震計ネットワーク （独） 防災科学技術研究所
全国約 1,000 ヶ所に強震計を設置し， 地震情報を通信ネットワークで
収集 ・ 配信するための設備の整備を図っており， 地震発生時の初動
対応等に活用。
地域気象観測システム
（AMeDAS）
気象庁 局地的な気象情報の観測を行う。
気象資料総合処理システム
（COSMETS）
気象庁
衛星を利用して雲の分布 ・ 高度などを観測する静止気象衛星を活用し
て観測データを収集し， 解析， 予測。
気象情報伝送処理システム 気象庁
気象庁で処理 ・ 解析により作成された情報を， 内閣府， 防衛省，  消
防庁， 海上保安庁等の中央府省庁と共に , 国土交通省地方整備局 ,
地方公共団体に伝達。
河川情報システム 国土交通省
一級河川等を対象として， 雨量 ・ 水位テレメータおよびレーダ雨量計
ならびに情報処理設備からなり、 雨量 ・ 水位の情報を収集。
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　このような防災情報システムの
構築と運用が進められつつある
中、情報を活用して防災・減災対
策を検討し実行するために求めら
れる今後の要件として、特に下記
の 2 点が挙げられる。
３‐１
マルチハザード・
マルチリスクへの対応と
不確実性考慮のための
「情報の統合利用」
　防災・減災においては、地震・
噴火・洪水・がけ崩れ・津波など
を引き起こすハザード（災害の発
生源）は 1 種類ではなく、起こり
うる全てのハザードを対象としな
ければならない。また、リスク（ハ
ザードより受ける被害）も、生命
に関するリスク・物的リスク・経
済的なリスク・復旧や復興に係る
リスク等、多様に存在する。すな
わち、防災・減災対策においては、
誰もが、マルチハザード・マルチ
リスクへの検討と立案を行ってい
く必要がある。加えて、自然災害
の発生メカニズムの解明はいまだ
完全ではなく、災害に関する情報
には多くの不確実性が含まれてい
る。したがって、情報を利用する
際には、その信頼性や精度、発信
主体の多様性等について十分に配
慮する必要がある。
　このマルチハザード・マルチリ
スクへの対応、そして不確実性を
考慮した防災・減災対策を検討し
立案していくためには、利用者側
は、単独の情報のみに頼ることは
できない。その時点で存在するよ
り多くの情報を入手し、比較し、
取捨選択（トレードオフ）し、総合
的に判断した上で、自らの行動の
意思決定を行っていくこと、すな
わち、「情報の統合利用」を行って
いく必要がある。
　これに対し、既存の防災情報シ
ステムでは、例えば、地震に関す
る情報、洪水に関する情報、土砂
災害に関する情報などがハザード
毎に独立したシステムで運用され
ており、それらをひとつの場で統
合的に利用できない場合が多い。
また、WebGIS 等を組み込んだ重
畳表示が可能な既存のシステムに
おいても、選択できるのはそのシ
ステム内であらかじめ整備されて
いる情報に限られ、他のシステム
で運用されている情報を取り込ん
で統合利用することはできない場
合がほとんどである。このような
状況では、たとえマルチハザード・
マルチリスクへの対応や不確実性
を考慮するための多種多様な情報
が存在していたとしても、利用者
がその情報間での比較・トレード
オフ・総合判断を行うことは困難
である。したがって、今後の防災
情報システムの構築では、マルチ
ハザード・マルチリスクへの対応
と不確実性の考慮を行うために、
「情報の統合利用」を可能とする機
能の開発が求められる。
３‐２
情報の信頼性を確保する
ための「情報間の連動」
　利用者が情報に基づいて意思決
定を行う場合、その前提として、
利用する情報の信頼性が確保され
ていることが必要である。信頼性
とは、活用に即した精度が担保さ
れていることを指す場合が多い。
しかし、災害リスクの分野におい
ては、前述したとおり未だ不確実
性が多く存在している。したがっ
て、必ずしも精度が十分でないと
しても、その情報を基に防災・減
災対策を検討する必要が生ずる場
合もある。その際、その情報の出
所や作成方法等が明らかであると
ともに、その作成方法に従って、
連動すべき情報同士が連動してい
なければならない。ここでいう連
動とは、あるデータが更新された
場合に、そのデータを利用して作
成されたデータも併せて更新され
るということである。例えば、地
は、間取りや建物の構造、家具の
配置状況などを利用者自らが入力
することで、どのくらいの震度の
地震が発生すると、家具の転倒や
散乱がどのように発生するか、そ
して、その中でどのように避難す
るかをシミュレーションすること
ができる。さらに、情報の提供サー
ビスだけではなく、住民参加型で
情報を作成し、共有するシステム
の例も見られる。神奈川県藤沢市
の「ふじさわ電縁マップ」9）では、
バリアフリー・文化財・グルメ・
見どころなどに関する様々な地図
を住民が協働で作成し公開してい
るが、防災についても、避難所・
防災倉庫・消火栓・医療施設など
の情報が、住民の投稿により地図
として作成・公開されている。
　このように、情報通信技術（ICT: 
Information Communications 
Technology）の発展が著しい現
在、インターネットを介す形での
情報収集・情報共有・情報伝達に
関する取り組みは、今後も一層増
えていくものと考えられる。ま
た、従来は公的機関のための防災
情報システムが多かったことに比
べると、近年は住民や地域コミュ
ニティあるいは企業等を利用者と
して想定したシステムが増えてき
ており、公助のみならず、自助や
共助を支援することにも重点が置
かれつつある。
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　2 章で記したとおり、現在、多
様な防災情報システムの構築およ
び運用が進められている。しかし、
的確な防災・減災対策を検討し立
案していく上では、3 章で挙げた
2 つの要件を充足させる必要があ
る。これに対し、現状の防災情報
システムが抱えている問題は、そ
れぞれのシステムが独立して構
築・運用され、そこで提供されて
いる情報はそのシステム上でしか
利用できない形となっているとい
うことにある。例えば、現行の公
的機関の防災情報システムは、公
的機関が防災対策等を検討し実行
するためのシステムであり、住民
等が利用することは必ずしも想定
していない。しかし、そのシス
テム内で利用されている情報に
は、住民が自助や共助を考える上
でも有効な情報が多々含まれてい
る。例えば、防災施設の位置や設
置されている機材の情報・被害想
定・過去の災害履歴などは、住民
にとっても非常に重要な情報であ
る。しかし、これらの情報は、紙
媒体のハザードマップに含められ
て提供されたり、公的機関のホー
ムページで表や pdf 等の固定化さ
震災害による被害想定図は、地震
の発生可能性評価結果を基とし
て、ボーリングデータや地質デー
タ等から作成された地下構造モデ
ルやその上に居住する人口や建造
物の耐震性評価等を加え、多種類
の情報を統合的に処理し、シミュ
レーションされた結果として出力
されたものである。したがって、
この元データのうち一つでも更新
された際には、その都度、出力結
果である被害想定にも変更が必要
になる。この連動が正しく行われ
ることで、使用する被害想定がつ
ねに最新の知見を反映したもの
で、かつ、情報間での不整合もな
いこととなり、初めて、信頼性の
ある情報と位置付けることができ
る。
　これに対し、現状の防災情報シ
ステムでは、利用する情報をその
システム内固有のデータベースに
格納しており、それらをつねに最
新のものにアップデートしていく
ことは運用上の負荷が大きい。そ
のため、システム構築時に整備し
た情報を更新せずに使用している
場合が多く、結果として、新しい
知見が反映されていない古いデー
タで運用されている情報システム
が多々存在してしまっている。こ
のような状態では、防災・減災対
策を検討し立案する上で、最新の
知見を活用できず、また、整合性
の取れないデータを使用している
ことにもなり、本質的に望ましい
対策を執ることができない。
　災害リスクの調査や研究におい
ては、日進月歩で新しい知見が生
まれており、不確実性を減らすた
めには、つねに最も確からしい情
報を利用できることが重要であ
る。したがって、今後の防災情報
システムの構築では、最新の知見
の活用と、情報間の整合性を確保
するために、連動すべき情報を連
動させる仕組み作りが必要であ
る。
4  多様なシステム間での情報の流通を可能とする「相互運用」●　●　●　●　●　●　●
れた情報として提供されている場
合が多い。結果として、住民側は、
自らが使用する防災情報システム
上で扱えるよう、住民自らがこれ
らの情報を編集・作成し、利用し
ているのが現状である。一方、住
民間での取り組みとして、日頃か
ら感じる「ヒヤリハット」や危険箇
所等をまとめた「防災マップ」づく
り等が行われている。しかし、これ
もあくまで住民間での情報共有に
留まり、公的機関の防災情報システ
ムがこれらを取り込んで防災対策
に活用している例は見られない。
　中央防災会議「防災情報の共有
化に関する専門調査会報告」4）に
おいても、今後の課題として「自
助・共助・公助がバランスした防
災社会の確立」が挙げられており、
「行政による公助に加えて、地域
の住民、NPO、企業等の自助・
共助により地域の防災力を高める
ことが極めて重要である。自助・
共助がより効果的に行われるため
には、これを支える情報の流通が
不可欠」とされている。しかし、現
状の防災情報システムでは、防災・
減災のための情報の統合利用およ
び連動を実現するための情報の流
通が行われているとは言いがたい。
　これらの課題を解消するには、
全ての防災情報システムの仕様を
統一する、または、全ての情報の
フォーマットを統一する、という
方策が考えられる。しかし、個々
の防災情報システムは、それぞれ
が想定する利用者に対して必要な
機能や利便性を提供することも重
要な目的であり、それを含めてさ
らに同一の仕様にも合わせるとい
うことは現実的に不可能である。
これに対し、別の方策として、防
災情報システムのインプットとア
ウトプットの部分、すなわち、シ
ステム間のインターフェースだけ
を標準化し、システム間で情報を
やり取りできるようにする「相互
運用」方式での情報提供がありう
る。これは、図表 3 に示すように、
これまでサーバ毎に異なっていた
インターフェースを標準化するこ
とで、それぞれ独立した情報通信
システムから提供される情報を相
互に利用できるようにする方式で
ある。この方式に則った情報提供
を行うことにより、異なる多様な
防災情報システム間で扱ってきた
情報を互いに流通することが可能
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　ここでは、情報通信システム間
の相互運用が 3 章で挙げた防災情
報システムに求められる要件をど
のように充足しうるかについて、
事例を挙げて紹介する。
５‐１
「情報の統合利用」の
実現可能性
　3-1 で述べた通り、マルチハ
ザード・マルチリスクへ対応し、
不確実性を考慮するためには、複
数の防災情報システムから提供さ
れている情報の統合利用を可能と
することが求められる。しかし、
4 章で述べたように、その防災情
報システムが互いに独立し、連携
がなされていなかったことがこれ
までの課題であった。これに対し、
図表 3 のような相互運用の考え方
を取り入れ、互いの防災情報シス
テムを連携し、運用できる仕組み
を検討している具体的事例につい
て、以下に紹介する。
　静岡県島田市では、地域におけ
る住民の様々な活動を情報面で支
援することを目的に、地域情報共
有基盤（e コミュニティ・プラッ
トフォーム）「e コミュニティしま
だ」11）が運用されている。「eコミュ
ニティしまだ」では、音楽・環境・
菓子・商業経営などをテーマとし
た 35 のコミュニティが地域活動
を行っている。この中に、防災活
動としては「町内安全点検地図」と
いうコミュニティがある。ここで
は、平成 17 年から、地区内の安全・
安心をテーマに、被災経験箇所や
危険と思われる箇所、「ヒヤリハッ
ト」等が住民の手で地図上に投稿
されている。当初、この取り組み
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図表 3　情報通信システム間の相互運用のイメージ
参考文献 10）を基に科学技術動向研究センターにて作成
となる。その結果、システム同士
が接続され、利用者は並列または
一連の情報サービスとして利用す
ることも可能となる。これまでの
情報提供のあり方が、提供機関・
組織間で分散・独立したシステム
であるとすると、相互運用とは、
提供機関・組織間で分散している
が連携しているシステムと言え
る。これは、情報提供者が構築し
たシステム上でのみ利用者が情報
を利用するという、従来の一方向
的で固定化した運用方式とは異な
り、利用者が、外部で提供されて
いる様々な情報を、利用者側のシ
ステムに動的に取り込んで利用す
ることが可能なシステムである。
このように、今後は、誰もがすべ
ての情報をどのシステム上でも利
用できる環境が実現することが求
められている。
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図表 4　e コミュニティ・プラットフォーム上での情報の統合利用
は住民間のみでの情報共有として
行われてきた。一方、行政（静岡
県および島田市）からは、土石流・
がけ崩れ・地滑りといった土砂災
害に関する危険区域を示した「島
田市土砂災害ハザードマップ」が
紙媒体で住民に配布されてきた。
しかし、媒体が異なるために、上
記の「町内安全点検地図」内には、
「島田市土砂災害ハザードマップ」
に記された危険区域は記されてお
らず、比較等もなされていなかっ
た。
　平成 18 年 12 月、（独）防災科学
技術研究所は、実証実験として、
「島田市土砂災害ハザードマップ」
をデジタル化し、模擬的に準備し
た行政用サーバに格納し、「e コ
ミュニティしまだ」と相互運用形
式で情報をやり取りできるよう整
備した。同様に、空中写真等の他
の情報についても相互運用形式の
整備を行った。その結果、図表 4
に示すように、これまで媒体の違
いにより比較することができな
かった行政提供の「島田市土砂災
害ハザードマップ」と、住民が整
備してきた「町内安全点検地図」
を、「e コミュニティしまだ」上の
同一画面内で重ね合わせることが
できるようになった。これにより、
住民側のリスク認識と行政側のリ
スク認識に相違がある箇所を、双
方で明確に確認できるようになっ
た。
　例えば、図表 4 ①の網掛け部
分は、行政側が指定している土石
流危険区域であったが、住民側の
「町内安全点検地図」では土砂災害
については何も投稿がされていな
い、すなわち、住民側では危険と
いう認識がない箇所であった。こ
れは、土石流が地形的に奥まった
ところを起点として発生する災害
リスクであるため、住民にとって
は日常的には認識が困難であった
ためと考えられる。一方、図表 4
②は、住民側は危険と認識してい
たが、行政側では危険箇所・危険
区域と指定していなかった箇所で
あった。住民からは「急峻な山が
住宅に迫っていて大雨や地震の時
の山崩れが心配」「道のそばに家
があるが、山が急峻なため崩壊し
たときには、道や住宅に被害が出
るおそれがある」といった投稿が
複数なされていた。しかし、行政
側の危険箇所・危険区域は、それ
ぞれ決められた一定の基準にした
がって指定されているため、住民
の視点は考慮されていなかった。
このように、行政と住民との認識
の間には 2 つの大きな相違が存在
していたことが今回の相互運用に
より明らかとなった。
　このような比較結果を地図上で
明示したシステムを用いて、住民
間でワークショップを行ったとこ
ろ、この認識の相違に議論が集
まった。事後アンケートの自由回
答においては、「災害ハザードマッ
プをもっとよく見ておこうと思
う」「地元の意見を十分取り入れ
てほしい」「次につなげる話をど
うするか、さらに先をめざそう」
参考文献 11）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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「e コミュニティしまだ」における、土砂災害ハザードマップと町内安全点検地図の重ね合わせ
（網掛けが土砂災害ハザードマップに掲載されている危険箇所・危険区域等、アイコンが住民が登録した危険箇所）
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「情報間の連動」の実現可能性
　情報共有をさらに発展させるこ
とで、さらに期待されるのは、防
災情報システム同士を相互に連携
させることで、ある情報がアップ
デートされた際に、それをトリガ
（きっかけ）として、その情報を
といった意見が記述されていた。
これは、行政とのリスク認識の相
違を住民が明確に認知できたこと
により、リスク対応へのより強い
関心が生まれ、積極性が出てきた
ことの表れと考えることができ
る。一方、行政側においては、今
後の危険箇所・危険区域の説明と
して、全体的な説明に加えて、図
表 4 ①のように住民側に日頃から
認識されていなかった危険箇所を
重点的に説明することで、住民の
認知を効果的に高めることが可能
となる。逆に、図表 4 ②のように、
住民側が危険と認識している箇所
がハザードマップで危険と指定さ
れていないことについては、その
理由や今後の対応方策について、
行政側が明確な説明責任を持って
対応することが求められる。
　このように、住民側・行政側そ
れぞれの防災情報システム間で相
互運用を可能とすることで、これ
までの行政からの一方向的なハ
ザードマップの配布や、住民のみ
で行っていた危険箇所のマッピン
グ作業だけでは得られなかった相
互効果が生まれている。これが相
互運用に期待された有効性のひと
つである。なお、島田市では、こ
のような地図的データに限らず、
耐震化助成の情報等、防災・減災
に係るその他の様々な情報も、市
の公式ホームページで提供すると
同時に、e コミュニティしまだの
ホームページでも同時に連携して
表示できる情報の運用方式につい
て、さらに検討を進めている。
基に処理が行われるプログラムや
サービスが連動する、いわば、複
数の防災情報システムを動的に連
携させた一連の防災情報システム
の実現である。
　例えば、地震による地盤の揺れ
やすさの評価においては、地下
構造を詳細にモデル化する必要
があるが、そのためには一定量
のボーリングデータが必要であ
る。ボーリングは都市インフラ整
備や建造物の建築の際に適宜実施
され、データは自治体等で管理さ
れている。これまで、地下構造の
モデル化を行う場合には、その時
点までに整備されていたボーリン
グデータを収集し、モデル化処理
を行っていた。そのため、そのタ
イミング以降に登録されたボーリ
ングデータについては、次の更新
のタイミングまで、地下構造モデ
ルに反映されなかった。これに対
し、相互運用により、ボーリング
データの登録・管理を行う情報シ
図表 5　相互運用による情報の連動
参考文献 13 ～ 15）を基に科学技術動向研究センターにて作成
⍹㤥ᩕ৻ㆱ㔍ቢੌ
ㆱ㔍ቢੌዊᨋඳ⹦⚦䂔 ᳓㠽ஜᄥ㇢ᓙᯏ
᫪ᷡᔒ㚟䈔䈧䈔ਇน⢻
᳓ᧁඳᢅᓙᯏ
ᢇഥᓙ䈤ේାሶ⹦⚦䂔 ᵻ㊁ਭ⟤㚟䈔䈧䈔ਛ
Ꮉ᧛ਃᨑ㄰╵䈭䈚
ᏒᎹ㓉ᒄ㚟䈔䈧䈔ਇน⢻
ⴕ᡽䈮ㅢ⍮ ᩉᴛථ਽㄰╵䈭䈚
㕖ᜰቯᢇេ
䍬䍼䍵䍻䍡䍆䍏
ᄢ੗ᰴ㇢㄰╵䈭䈚
ਛጊ⦟ഥ⹦⚦䂔
ኻᔕ
ᜰቯᢇេ
䍬䍼䍵䍻䍡䍆䍏
ኻᔕ⁁ᴫ᳁ฬ
ㆬᛯ䈘䉏䈢ⷐេ⼔⠪䉕ⴕ᡽䈮ㅢ⍮
⼔
䊗
㒠㔎㊂᷹ⷰಣℂ
ᶐ᳓㩆㩚㨷㩤㨺㩆㨸㩧ಣℂ
ᢇഥⴕേ್ᢿಣℂ
ࠗ
ࡦ
࠲
䏚
ࡀ
䏓
࠻
⋧੕ㆇ↪䈮䉋䉎
䊂䊷䉺䈱ᵹ䉏
⋧੕ㆇ↪䈮䉋䉎
䊂䊷䉺䈱ᵹ䉏
᳇⽎ᐡ╬䈱
᷹ⷰ䊂䊷䉺
✕ᕆ࿾㔡ㅦႎ
䉇ⵍኂᗐቯ
䉰䊷䊎䉴╬ ᭽䇱䈭೑↪⠪
೑↪⠪䈏↪ㅜ䈮ᔕ䈛䈩䉰䊷䊎䉴
䉕ㆬᛯ䈪䈐䇮䈎䈧䇮䈬䈱ᖱႎ䉅
ㅪേ䈚䈩䈇䉎䈢䉄䇮ᢛวᕈ䈏䈫䉏
䈩䈇䉎
「災害リスク情報に基づく行動支援システム」15）
「リアルタイム浸水被害予測情報」14）
「MP レーダによる降雨観測情報」13）
科 学 技 術 動 向　2008年 2月号

災害リスク情報を基に、自らが避
難したり、要援護者の避難支援を
行う「災害リスク情報に基づく行
動支援システム」15）の研究開発
である。これらは、現時点では別々
の独立したシステムとして研究開
発が行われている。これに対し、
情報システム間連携を行えば、図
表 5 に示すように、MP レーダに
より観測された降雨データを、リ
アルタイムで浸水シミュレーショ
ンシステムが受けて 1 時間後の浸
水危険度を予測し、その予測デー
タを受けて、行動支援システムが
利用者に避難ルートや救助ルート
を提供する、という一連の処理が
可能となる。
　さらに、リアルタイム浸水シ
ミュレーションシステムでは、
MP レーダ以外の観測データも相
互運用により取り込むことで、浸
水危険度の予測精度を向上させる
ことができる。また、行動支援シ
ステムでは、浸水以外の被害予測
（例えば、緊急地震速報による震
度情報を基にしたリアルタイム被
害想定など）を取り込んだ、マル
チハザードでの行動支援システム
への発展を検討することが可能と
なる。このように、1 つの巨大シ
ステムで最初から最後までの処理
を執り行うのではなく、処理をで
きるだけ分割し、それぞれを独立
したシステムとして位置づけつ
つ、相互運用により動的に連携さ
せることで、一連の処理の所々で
新たなデータを加えて精度を向上
させたり、1 つのデータがより多
くのシステムで動的に利用される
ことが可能となる。
　近年、情報システムが提供す
るデータやサービスを利用者側
で容易に扱うことを可能とする
API（Application Programming 
Interface）の 無 償 提 供（ 例 え ば
Google Maps API など）により、
利用者側で、複数のサービスやコ
ンテンツを組み合わせる（Mash 
up）ことによる、様々な新しい
サービスの構築も多くなされつつ
ある。このように、情報の提供側
がその情報の利用方法の全てを司
るのではなく、誰もがどのシステ
ム上でも利用可能な状態で情報を
公開することで、利用者側で有効
な利用法をあみ出す、すなわち、
ユーザイノベーションが創出され
うる。この点も、今後の防災・減
災のための情報提供のあり方とし
て非常に重要である。
6  相互運用の実現に向けた技術開発および制度検討の動向 ●　●　●　●　●　●　●　●　●
　相互運用を実現するためには、
防災情報システム間で情報が流通
するためのインターフェースの標
準化が必要である。この標準化に
向けた取り組みとして、現在まで
に進められている技術開発や制度
検討の動向について、以下に述べ
る。
　まず、我が国の動きとしては、
内閣府が構築を進める「防災情報
共有プラットフォーム」16）がある
（図表 6）。これは、当面既存シス
テムとは個別のインターフェース
を採っているが、将来的には標準
インターフェースでの相互運用を
想定した仕組みを目指している。
実現すれば、防災情報共有プラッ
トフォームには、既存システムと
ともに今後整備・更新されるシス
テムからもつねに最新情報が登録
されることになる。さらに、各府
省庁の防災情報システム（図表 6
中では防災情報アプリケーション
と表現されている）も相互運用形
式に準拠することで、このプラッ
トフォームを経由して最新の情報
を利活用できることになる。現在、
そのための防災情報様式の作成や
システム技術仕様（接続方法等）、
運用・維持の体系等の公開につい
ての検討が進められている。
　（独）防災科学技術研究所・（独）
産業技術総合研究所は、災害情報
の共有による減災のための戦略
的・協調的対応の実現のために、
多種多様な情報共有を可能とする
「情報共有プラットフォーム」の開
発と、この開発において、既存シ
ステムや最新技術を用いたシステ
ムとの接続を容易にするため、広く
認知されている各種標準を基本と
した「減災情報共有プロトコル」17）
ステム・地下構造モデルを生成す
る情報システム・揺れやすさを評
価する情報システムを相互に連携
させることができれば、ボーリン
グデータが登録される都度、それ
をトリガとして一連の処理が連動
し、つねに最新かつ最大限精度の
高い情報としての地下構造モデル
およびその先の揺れやすさの評価
データを保持することが可能とな
る。現在、この相互運用に関する
研究が、科学技術振興調整費重要
研究解決型研究「統合化地下構造
データベースの構築」12）の一環
として、平成 18 年 7 月より開始
されている。
　このような情報システム間連携
は、リアルタイムのデータを利用
するシステムにおいて、その効果
を特に発揮する。例えば、（独）防
災科学技術研究所では、都市にお
ける降雨災害に関する防災情報シ
ステムとして、次の 3 つの研究
開発が行われている。1 つは「MP
レーダによる降雨観測情報」13）と
いう、降雨の観測精度および予測
精度の向上に関する研究開発、1
つは「リアルタイム浸水被害予測
情報」14）という 1 時間後の浸水
危険度を予測するシステムの研究
開発、そして最後の 1 つは様々な
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図表 6　内閣府「防災情報共有プラットフォーム」の全体構成図
の仕様を提案している。
　一方、地方公共団体の防災情報
システムについては、防災という
枠ではなく、地域情報全般を扱う
システムとして、総務省が「地域
情報プラットフォーム」18）の検討
を進めており、システムのあるべ
き姿としての仕様の標準化を行お
うとしている。具体的には、Web
サービスや XML などの技術を活
用して情報システム基盤を共通化
し、行政・民間を問わず地域のさ
まざまなサービスを連携・統合し
て提供することを目指している。
これは（財）全国地域情報化推進協
会により推進されており、アプリ
ケーションのひとつとして、防災
を想定した「防災アプリケーショ
ン基本提案書 ( 第 2 版 )」19）が作
成されている。
　放送業界では、放送のデジタル
化により、映像と音声だけの放送
から、より多くの付帯情報を伝え
るデータ放送が可能となってき
ている。データ放送は、災害時
の有効な情報伝達手段として注
目されており、「デジタル放送地
域情報共通 XML フォーマット　
TVCML（TeleVision Common 
Markup Language）」20）として、
災害情報の伝達に活用することを
テーマに、表現の多様性や情報の
一意性、速報性の向上などを図り、
より汎用性を持たせた規格を目指
して検討が進められている。
　なお、防災情報システムで利活
用される情報の多くは位置情報を
含む情報であり、地理空間情報の
ひとつとして位置づけることが
できる。地理空間情報の分野で
は、現在、国際標準（ISO-19100
シリーズ）としての標準化が検
討されている。我が国において
も、これに準拠した JIS 規格化
（JIS-X7100 シリーズ）が進めら
れている。さらに、我が国ではそ
の普及促進のため、国土地理院
により、より使いやすく整理し
た実用版である「地理情報標準プ
ロファイル（JPGIS: Japan Profile 
for Geographic Information 
Standards）」21）や「 日 本 版 メ タ
データプロファイル（JMP: Japan 
Metadata Profile）」22）が 作 成 さ
れている。インターフェースの仕
様については、例えば、WMS（Web 
Mapping Service: ISO-19128
規 定 済 ）、WFS（Web Feature 
Service: ISO-19142 検 討 中 ）、
WCS（Web Coverage Service）
が挙げられる。WMS はコンテン
ツを画像化してやり取りする形
式、WFS は地物オブジェクトそ
のものをコンテンツとしてやり取
りする形式、WCS は数値データ
としてやり取りする形式である。
出典：参考文献 16）より引用
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各機関・団体における
相互運用への積極的対応と
それを推進する情報提供
ガイドラインの整備
　防災情報システムの相互運用に
向けては、6 章に挙げた技術や制
度の動向に対し、各機関や団体が
具体的に情報を流通させることに
前向きになれるかどうかが鍵とな
る。現在、国内の機関や団体が
行っている相互運用形式での情
報発信には、国土地理院（刊行は
ESRI ジャパン（株））の 50m メッ
シュ標高 23) および空間データ基
盤 2500024)、国土交通省国土計画
局のオルソ化空中写真 25)、（独）防
災科学技術研究所の地すべり地
形分布図 26) 等があり、それらは
WMS 形式で提供されている。し
かし、まだごく少数である。特に
各種行政機関は、情報の提供には
基本的に慎重な姿勢を見せてい
る。提供した情報が原因で何らか
の問題が発生した場合、往々にし
てその責任が提供者側に問われる
ケースが多いことがその理由のひ
とつである。しかし、防災・減災
においては、情報提供をすること
によって救われる対象は、かけが
えのない人命や財産である。たと
え精度や確度の低い情報であって
も、提供することによって救われ
る命や財産があるのであれば、む
しろ、提供しないことで救うこと
のできなかった責任のほうが問わ
れるべきであろう。
　今後は、どのような提供をすれ
ば的確な利用がなされるのかを十
分に議論・検討し、情報提供を行
う上で準拠すべき基準を明確に設
定することで、より積極的な情報
提供および相互運用への対応を促
進していくことが重要である。例
えば、地理情報システム（GIS）関
係省庁連絡会議は、これまで政府
の保有する地理情報が公有物であ
ると認識しながらも、電子的提供
の可否や条件等が明確でなく、部
局によっては提供を躊躇していた
ということを問題視し、その提供
方法等を明確にし、透明・公正な
ルールの下、地理情報流通を促進
するために「政府の地理情報の提
供に関するガイドライン」27）を
平成 15 年 4 月に策定した。ここ
では、「各府省が保有している地
理情報は、それぞれの行政目的を
達成するためのみならず、個人、
企業等からの利用ニーズも高く、
社会・経済活動に有益な情報であ
るため、個人、企業等に不利益が
生じまたは行政活動等に重大な支
障が生じるおそれがある場合を除
き、原則として、インターネット
を通じて無償提供することとして
いるが、個人や民間等の創作性を
十分に発揮させるため、その利用
方法については極力制限を設けな
いものとする。」とされている。ま
た、所在情報の提供、提供を可能
にするための配慮、提供方法、提
供条件の設定等についてや、提供
に際し留意すべき個人情報の保
護、国・公共による安全の確保、
著作権の所在の明確化等について
の具体的な提案を行っている。さ
らに別の例としては、空中写真に
ついて、（財）日本測量調査技術協
会が「個人情報保護及び国家安全
保障等に配慮した高解像度航空写
真の公開について（注意喚起）」28）
として、空中写真提供時における
留意点を挙げている（指摘してい
る）。このような、情報の提供を
躊躇なく積極的に実施するための
ガイドラインが、各種情報に関係
する機関や団体により検討される
ことで、より多くの防災情報シス
テムを相互運用形式に対応し、各
種情報が流通・連動・統合利用さ
れることが、防災・減災に必要な
情報基盤の実現につながる。
このような形式に従った情報の受
発信を可能とすることで、異なる
システム間でも必要に応じたデー
タのやり取りを動的に行うことが
できるようになる。このように、
地理空間情報の分野では、国際的
な標準化の動向が加速している。
国内においても、平成 19 年 3 月
には省庁連絡協議会による「GIS
アクションプログラム 2010」、5
月には国会にて「地理空間情報活
用推進基本法」が成立するなど、
情報の標準化とその活用への動き
が活発化している。また、国土交
通省国土計画局では、WMSをベー
スとした「地理情報共用 Web シ
ステム標準インターフェースガイ
ドライン」10）が策定され、今後
より多くの機関・団体での利用が
期待されている。我が国では、国
内における地理空間情報の標準化
に関する取り組みが阪神淡路大震
災を機に活発化してきた経緯があ
る。多様な分野で利活用される地
理空間情報の中でも、特に防災・
減災に関する情報は重要視されて
いる。
　以上に述べてきたとおり、文字
情報・数値情報・地図情報・映像
情報・音声情報などの防災にかか
わる様々な情報の流通を可能とす
る標準化に向けた仕様検討がそれ
ぞれ進められている。検討は、今
後さらに加速されるが、さらに、
どの情報も隔てなく利用できるよ
う、それぞれの仕様間で連携され
るべきである。
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災害リスク情報を活用した
防災・減災対策の推進
　ここまで、防災情報システムの
相互運用環境の構築が、防災・減
災を目指す上で重要な役割を果た
しうることについて述べてきた。
しかし、このようなシステムや相
互運用環境の実現が最終目的では
ないことには注意する必要があ
る。防災情報システムが目指す最
終的なアウトカムは、多様な主体
が、流通する災害リスク情報を活
用して、効果的かつ効率的に防災・
減災対策を執ることができること
である。相互運用環境や防災情報
システムは、あくまでそのための
基盤・ツールにすぎない。したがっ
て、相互運用環境の構築を進める
と同時に、行政・企業・NPO な
どの各機関や団体・地域コミュニ
ティ、そして、自助・共助・公助
として、災害リスク情報を活用し
た防災・減災対策を推進するため
の方策を国民一人ひとりが検討で
き、実行に移していくことができ
るかどうかがポイントの鍵であ
る。
　これに対し、現状では、情報の
提供やシステムの構築が最終目的
であるかのように行われている施
策が多くみられる。例えば、「洪
水ハザードマップと防災情報に関
する調査報告書」29）では、ハザー
ドマップの配布後、それに対する
フォローアップが行われていた
自治体は 33.8% にとどまってい
る。情報の提供が行われても、そ
れを活用するためのフォローアッ
プやコミュニケーションが行われ
なければ、たとえ相互運用環境が
実現したとしても、それが防災・
減災対策に的確に活用されている
とは言えない。中央防災会議「防
災情報の共有化に関する専門調査
会報告」においては、具体的施策
として通信環境の整備や情報の共
通化・標準化を進めるとともに、
「平常時からの情報の的確な活用」
として、災害時の防災行動に関す
る平常時からの周知、リスクコ
ミュニケーションの実施、地域の
特性に応じた防災対策のための情
報共有、地域の災害関係情報の伝
承と活用、といった施策の必要性
がうたわれている。加えて、今後
の検討課題として、①防災関係機
関とマスメディアとの具体的連携
方策、②住民等における災害時の
情報通信手段の具体的確保策、③
住民などの中において防災情報の
共有を調整する人や団体の育成・
支援、④企業・NPO 等も参加し
充実した地域コミュニティにおけ
る防災情報のあり方、⑤災害経験
や教訓についての国際的な情報共
有、の５点が挙げられている。こ
れらの検討課題については、今後
実社会において積極的な取り組み
が行われることが期待されてい
る。情報を活用して自助・共助・
公助を具体的に支援する活用シス
テムの研究開発、そしてこれらの活
動を推進する社会的制度や情報活
用ガイドラインの整備はそのため
の重要な課題として挙げられる。
　すなわち、情報の提供・システ
ムの構築・相互運用の実現を最終
目的とするのではなく、情報の提
供者が、自らが提供した情報が的
確に活用されるようフォローアッ
プを積極的に行うこと、一方、情
報の利用者は、相互運用された
防災情報システムを十分活用し、
個々の防災・減災対策の検討、立
案、そして、自助・共助・公助に
よる防災行動を効果的に行ってい
くことが重要である。
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　本稿では、防災・減災を検討す
る上で重要となる情報の効果的活
用を目的とした「防災情報システ
ム」について、その現状を俯瞰し
た上で、それぞれの防災情報シス
テムで利用されている情報の統合
利用と連動の必要性という課題を
指摘した。そして、現状の問題を
解消するために、多様な防災情報
システム間で情報の流通がなされ
るための「相互運用」を提案し、こ
れにより、情報の統合利用、連携
による一連の処理が行われ、ユー
ザイノベーションが創出される可
能性についても述べた。今後は、
この相互運用形式を実現するため
の標準仕様の検討や異種情報に関
する仕様間の連携を加速するとと
もに、各機関あるいは団体の積極
的な取り組みを推進するための情
報提供ガイドラインの整備が必要
である。また、この防災情報シス
テムを活用した防災・減災対策を
実現できるように、その効果的な
実行方策や活用システムに関する
研究開発が必要であり、これらを
推進するための社会的制度や情報
活用ガイドラインの整備も必要で
ある。さらに、情報の提供者は、
情報の提供・システムの構築・相
互運用の実現を最終目的とするの
ではなく、提供した情報が的確に
活用されるようフォローアップを
積極的に行うようにすることが重
要である。一方、情報の利用者は、
防災情報システムの相互運用を防
災・減災のための基盤として活用
し、対策の検討および立案、そし
て、自助・共助・公助による防災
行動を効果的に行っていくことが
重要である。
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情報学、空間情報科学。人工衛星画像
による環境解析から、リスクコミュニ
ケーション研究を経て、現在は災害リ
スク情報の流通と活用の研究開発に従
事。誰もが無理なく・無駄なく・あら
ゆる知（情報）を活用できる社会の実
現を目指す。
       http://orthophoto.mlit.go.jp/
26）( 独 ) 防災科学技術研究所「地す
べり地形分布図データベース」
       http://lsweb1.ess.bosai.go.jp/
jisuberi/jisuberi_mini/index.
asp
27）地理情報システム（GIS）関係省
庁連絡会議「政府の地理情報の
提供に関するガイドライン」（平
成 15 年 4 月 17 日）
       h t tp : / /www.cas .go . jp/ jp/
       s e i s a k u / g i s / g u i d e l i n e _
       20030417.pdf
28）（財）日本測量調査技術協会「個
人情報保護及び国家安全保障等
に配慮した高解像度航空写真の
公開について ( 注意喚起 )」（平
成 19 年 3 月 26 日）
       http://www.sokugikyo.or.jp/
gift/kanki0703-1.pdf
29）岩手県立大学総合政策学部牛山研
究室・（社）日本損害保険協会「洪
水ハザードマップと防災情報に関
する調査報告書」（平成 18 年 7 月）
       h t tp : / /www.sonpo . o r . j p /
       archive/report/technology_
       g e n / p d f / 0 0 0 1 / b o o k _
       hazardkekka2.pdf
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
【連絡先】〒100－0005東京都千代田区丸の内2－5－1
【電　話】03－3581－0605　【FAX】03－3503－3996
【ＵＲＬ】http://www.nistep.go.jp
【E-mail】stfc@nistep.go.jp
　このレポートについてのご意見、お問い合わせは、下記のメールアドレス
または電話番号までお願いいたします。
　なお、科学技術動向のバックナンバーは、下記のURLにアクセスいただき
「科学技術動向･月報一覧」でご覧いただけます。
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・
科学技術政策研究所は、平成 20 年１月より
千代田区霞ヶ関の中央合同庁舎第 7 号館へ移転しました。
【連絡先】〒１００－００１３　
　　　　  東京都千代田区霞が関３－２－２ 中央合同庁舎第７号館東館１６Ｆ
０３ ３５８１－０６０５【FAX】０３－３５０３－３９９６
 U R L http:/ www.nistep.go.jp
- i l stfc@nistep.go.jp
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
提供:NMRI
2 2008No.83No.83  2008.2 
科 学 技 術 動 向 2 0 0 8 年 2 月
ニュートラスーティカルに
関する研究動向  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
防災・減災のための
情報通信システムの相互運用  ‥‥‥‥‥
ライフサイエンス分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　多様な生物種の間の相関関係網に注目した生態系理解
情報通信分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　米国のテレビ電波を用いたブロードバンド通信の公開テスト
エネルギー分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　微生物による枯渇油田の再生利用技術
社会基盤分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　「竜巻注意情報」を日本でも提供開始
その他の分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　米国 NSFの「科学及びイノベーション政策の科学」研究助成
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